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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (千円) 25,739,90723,888,94619,346,90315,077,06911,035,876

経常利益
又は経常損失(△)

(千円) 11,201 14,166△ 443,390△ 440,912△ 556,979

当期純利益
又は当期純損失(△)

(千円) △ 13,847△ 4,567,345△ 746,817△ 1,198,435△ 508,714

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,917,7691,917,769747,500 747,5001,747,500

発行済株式総数 (株) 8,737,7178,737,717

普通株式
16,841,074

第1種優先株式
1,000,000

普通株式
16,841,074

第1種優先株式
1,000,000

普通株式
16,841,074

第1種優先株式
1,000,000

第2種優先株式
1,000,000

純資産額 (千円) 3,070,528△ 1,446,312180,015△ 1,019,331471,700

総資産額 (千円) 15,289,21610,468,0158,379,1457,071,6785,703,582

１株当たり純資産額 (円) 388.29△ 183.00 11.25 △ 62.47 28.91

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

0.00

(0.00)

0.00

(0.00)

0.00

(0.00)

0.00

(0.00)

0.00

(0.00)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △1.75 △ 577.73△ 55.28 △ 74.81 △ 31.18

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 20.1 △ 13.8 2.1 △ 14.4 8.3

自己資本利益率 (％) ― ― ─ ─ ─

株価収益率 (倍) ― ― ─ ─ ─

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 523,258 521,314△ 752,511△ 396,249△ 477,386

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 769,280 48,602 885,335 433,019 562,848

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,391,220△ 497,693△ 1,481 99,034△ 145,934

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 306,668 378,891 510,233 646,038 585,565

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(人)

 

274

〔554〕

265

〔537〕

187

〔457〕

160

〔423〕

109

〔319〕

(注) １．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記

載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益は関連会社がないため、記載しておりません。

４．上記従業員数には、他社への出向者32名、休職者１名は含まれておりません。なお、「従業員数」欄のうち、平

均臨時雇用者数にはアルバイトも含めて表示しております。

５．平成17年３月期及び平成18年３月期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が
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存在しないため記載しておりません。また、平成19年３月期以降の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。

６．平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。

　

２ 【沿革】

明治29年３月、静岡県静岡市呉服町２丁目に唐物店「角屋(すみや)」を開店。舶来文化商品の販売を開

始。昭和23年３月、静岡県静岡市呉服町１丁目に、楽器類・レコード・音響製品・木工製品の販売を主たる

目的とした旧『株式会社すみや』を、資本金180千円で設立。昭和30年５月、ヤマハ音楽教室システムの導入

により、音楽教室運営を開始。昭和31年１月、静岡県旧清水市に支店第１号を開店。

　

年月 事項

昭和38年10月静岡県静岡市呉服町１丁目６番地の９に、旧『株式会社すみや』から営業権を譲り受けた「株式

会社すみや」を新たに資本金12,000千円で設立。旧『株式会社すみや』は、「すみや不動産株式会

社」に商号変更。

昭和45年４月 神奈川県下第１号店開店。

昭和47年７月 埼玉県下第１号店開店。

昭和47年12月千葉県下第１号店開店。

昭和49年４月 当社で初めて、市街地から離れた郊外店として沼津バイパス店開店。

昭和50年10月東京都下第１号店開店。

昭和53年８月 「すみや静岡特販株式会社(現、すみやグッディ株式会社)」設立。

昭和53年12月駐車場付郊外型店舗の“MUSIC INN(ミュージックイン)”シリーズ第１号店を開店。家具部門を新

設。

昭和57年４月 群馬県下第１号店開店。

昭和61年５月 ビデオレンタル部門新設。同時に、POSシステムを導入。

昭和62年３月 会員制システム「すみやソフトクラブ」スタート。

平成３年６月 愛知県下第１号店開店。

平成４年７月 栃木県下第１号店開店。

平成４年10月 茨城県下第１号店開店。

平成５年４月 日本証券業協会に登録、店頭登録銘柄として株式公開。

平成６年３月 「株式会社ミュージックイン」を吸収合併。

平成６年６月 書籍部門新設。第１号店として静岡平和町店(現、TSUTAYAすみや静岡平和町店)に導入。

平成６年７月 ＡＶソフト・レンタル・書籍を販売する大型郊外店舗を開店。(平成７年度より、この業態店舗を

“メディアマックス”という店舗ブランドを付し、展開。)

平成９年６月 大型複合店“MEDIA NOW !三島店”(現、TSUTAYAすみや三島店)開店。

平成10年11月インターネット上でAVソフトを販売する「MEDIA MAX サイバーショップ」を開店。

平成13年10月すみや全店で使える新たな会員制システム「すみやCLUB」スタート。

平成15年６月 エレクトロニクス販売事業の大幅縮小

平成18年５月 株式会社TSUTAYAと資本・業務提携契約を締結

平成18年６月 楽器販売・音楽教室事業、ＡＶ機器・リビング家具販売事業を事業譲渡

平成18年11月株式会社TSUTAYAのノウハウを導入した改装第１号店（TSUTAYAすみや藤枝瀬戸新屋店）開店。こ

れ以降、全店舗の店舗ブランドを“TSUTAYAすみや”に順次変更。

平成19年８月 TSUTAYAを始めとする提携先で利用可能なＴカードの発行及びティーポイントの付与を順次開始。

あわせて「すみやCLUB」のサービスを終了。
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３ 【事業の内容】

当社においては、次のような事業を主として行っており、位置づけ等は次のとおりであります。

　

当社は、ＡＶソフト、ゲーム、書籍等の小売、およびビデオ他のレンタル業務を主な事業内容とし、これら

を組み合わせてお客様にエンタテインメント情報を提供する複合店舗を中心に展開しております。

　

事業の系統図は、次のとおりであります。

　

　
(注）１．カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社は、株式会社ＴＳＵＴＡＹＡの１００％持株会社であり、当社

の親会社であります。

２．株式会社ＴＳＵＴＡＹＡは、平成21年４月１日付けで、「株式会社ＣＣＣ」に商号変更しております。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
又は被所有割合

(％)
関係内容

(親会社) 　 　 　 　 　

株式会社
ＴＳＵＴＡＹＡ

大阪府
大阪市北区

5,000

DVD・CD・書籍・雑誌・
GAMEのレンタル＆販売店
「TSUTAYA」を全国に展開
するフランチャイズ本部を
運営。

被所有　
67.64

当社との間で、ＦＣ加盟契約を締結
し、資金の貸借取引があります。

役員の兼任　　２名

カルチュア・コンビニ
エンス・クラブ
株式会社
（注２）

大阪府
大阪市北区

12,334

TSUTAYA（店舗）
TSUTAYA online（インター
ネット）、Ｔカード（会員
証）という３つのプラット
フォームを通じたライフス
タイル提案する企業集団の
純粋持株会社。

被所有
67.64

（67.64)
役員の兼任　　１名

(注) １．議決権の被所有割合欄の（　）内は、間接所有割合で内数表示しております。

２．有価証券報告書の提出会社であります。

３．株式会社ＴＳＵＴＡＹＡは、平成21年４月１日付けで、「株式会社ＣＣＣ」に商号変更しております。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 従業員数、平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与

平成21年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(万円)

109
　(319)

41.4歳 16.3 511

(注) １．従業員数は就業人員であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員数には、他社への出向者32名、休職者１名は含まれておりません。なお、従業員数欄の(外数)は、臨時従

業員の年間平均雇用人員(月170時間を１人として換算)であり、アルバイトも含めております。

４．従業員数が前事業年度末に比較して大幅に減少しておりますが、これは前期に実施いたしました希望退職者

の募集による応募者22名が、平成20年４月20日付けで退職したことによるものであります。

　

(2) 労働組合の状況

当社の労働組合は、「すみや労働組合」と呼称し、上部団体「ＵＩゼンセン同盟専門店ユニオン連合

会」へ加盟しております。

平成21年３月31日現在の組合員数は、156人であります。なお、組合員数には臨時従業員も含んでおりま

す。

労使関係は、相互信頼を基調として安定しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度における我が国の経済情勢は、米国に端を発した世界的な金融危機が実体経済にも影響を

及ぼす状況となりました。 

　小売業界におきましても、企業業績の低迷による雇用環境の急速な悪化などにより、個人消費の低下が

顕著となり、依然として厳しい経営環境が続いております。

　このような状況のもと、当社は平成20年２月に策定した「中期経営計画」の方針である、 

　『東海エリアのエンタテインメントストアＮｏ.１企業を目指す！』 

　『構造改革の推進により、収益力を改善し、早期の黒字化を実現する！』 

に基づき、下記のとおり諸施策に取り組んでまいりました。 

　本社・本部コストの削減に向けて、当社ＭＤ（マーチャンダイジング）チームの株式会社ＴＳＵＴＡＹ

Ａ（以下、ＴＳＵＴＡＹＡ）のＭＤチームとの統合、営業部門と管理部門のフロア統合などを実施してま

いりました。加えて、平成20年11月より仕入れ・物流機能を、第３四半期から会計システムをＴＳＵＴＡ

ＹＡグループと統合し、業務の効率化を進めてまいりました。 

　店舗収益の改善につきましては、改装による店舗の業態化や、店舗運営改革や業務改善による売上・利

益の向上策の検討と実施を進めてまいりました。 

　平成21年２月から３月にかけましては、ＴＳＵＴＡＹＡ及び同社の提携先である株式会社ワンダーコー

ポレーションのノウハウに基づき、ゲームリサイクル（中古販売・買取）を７店舗に新たに導入いたし

ました。新品に加えて中古商品の販売を行うとともに、商品の買取を行うことで、商品・価格共に幅広い

選択肢をお客様にご提供し、生活防衛意識の高まる景気環境の中で、ゲーム事業のてこ入れを図ってまい

りました。 

　店舗展開につきましては、通期で８店舗の改装を行い、当期末でレンタル導入店舗は９店舗、ゲームリサ

イクル導入店舗は７店舗となりました。このほか、不採算店舗10店を閉店し、期末総店舗数は30店舗とな

りました。 

　人事政策につきましては、期初より新人事制度の運用を開始し、検討を進めてまいりました確定拠出年

金制度に平成20年11月より移行いたしました。これにより、計画しておりました制度面での改定はほぼ完

了し、今後はその運用を通じて、新人事制度の目的である個々の社員が高い目標・役割意識を持つ強い組

織への変革を進めてまいります。この他、人材交流やスキルアップを目的として、当期末において32名が

グループ各社に出向しております。 

　財務政策につきましては、第２四半期に、第三者割当による新株式（第２種優先株式）を発行し、発行価

額の総額20億円の払込手続きを完了しております。この調達資金は、全額借入金の返済に充当し、これに

より債務超過が解消され、自己資本が大幅に増強されております。加えて、閉店店舗の固定資産の売却及

び敷金・保証金の回収などを積極的に推進し、資産のスリム化に努めております。 

売上高につきましては、110億35百万円となりました。上半期までは例年に比べ堅調に推移しておりま

したが、平成20年11月以降の景気の急速な悪化による影響を受け、下半期は低調に推移いたしました。ま

た、前年同期末に比べると店舗数が10店舗減少していることもあり、売上高は減少しております。（ご参

考：前年同期比26.8％減、既存店前年同期比6.7％減） 

この内訳である、商品別の売上状況につきましては、下記のとおりです。 

　ＡＶソフト（ＣＤ、ＤＶＤ）販売の売上高は75億45百万円となりました。例年、第３・第４四半期は、Ｃ
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Ｄ・ＤＶＤの発売タイトル数が増加し、市場環境が好転いたしますが、当期は経済環境悪化の影響がそれ

以上に大きく、売上は低迷いたしました。（ご参考：前期比28.6％減、既存店前期比9.2％減） 

　ゲーム販売も同じく低調に推移し、売上高は10億50百万円となりました。第４四半期には、ゲームリサイ

クルを７店舗で導入し好調に推移しており、集客力の向上、売上の改善を図ってまいります。（ご参考：

前期比28.9％減、既存店前期比4.7％減） 

　書籍の売上高は堅調に推移し、10億45百万円となりました。（ご参考：前期比27.8％減、既存店前期比

6.0％増） 

　レンタルは、ＡＶソフトレンタル取扱い店の増加及びコミックレンタルの新規導入、既存店舗の運営改

善などに継続的に取り組んだ結果、好調に推移し、売上高は８億40百万円となりました。（ご参考：前期

比29.1％増、既存店前期比21.4％増） 

　この結果、売上総利益は28億69百万円、販売費及び一般管理費は34億63百万円となったため、営業損失は

５億93百万円、経常損失は５億56百万円、当期純損失は、退職給付制度改定損や減損損失など特別損失の

計上がありましたが、受取補償金、固定資産売却益、店舗閉鎖損失引当金の戻入益などの特別利益が計上

されており、５億８百万円となりました。 

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当期における現金及び現金同等物は、税引前当期純損失の計上に加え、借入金の返済による有利子負債

の圧縮などに努めた結果、前期末比60百万円減少し、５億85百万円となりました。なお、当期における各

キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

「営業活動によるキャッシュ・フロー」

在庫の効率化により、たな卸資産が大幅に減少しましたが、税引前当期純損失や不採算店舗の閉店

における店舗閉鎖損失引当金の取り崩しなどにより、前期比81百万円収入減となり、４億77百万円の

純支出となりました。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」

閉店店舗の有形固定資産（土地等）売却などにより、前期比１億29百万円収入増となり、５億62百

万円の純収入となりました。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」

前述の増資による調達資金を全額長期借入金の返済に充当したほか、短期借入金の返済など有利

子負債の圧縮に努めた結果、前期比２億44百万円の収入減となり、１億45百万円の純支出となりまし

た。
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２ 【販売及び仕入の状況】

(1) 販売実績

当事業年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

区分

前事業年度 当事業年度

前期比
（％）

（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

売上高（千円） 構成比（％） 売上高（千円） 構成比（％）

　

ＡＶソフト 10,569,19670.1 7,545,16968.4 △ 28.6

ゲーム 1,477,535 9.8 1,050,604 9.5 △ 28.9

書籍 1,447,775 9.6 1,045,938 9.5 △ 27.8

その他 576,296 3.8 379,507 3.4 △ 34.1

物販計 14,070,80393.3 10,021,22090.8 △ 28.8

レンタル 651,435 4.3 840,822 7.6 ＋29.1

その他（注） 354,830 2.4 173,833 1.6 △ 51.0

合計 15,077,069100.0 11,035,876100.0 △ 26.8

　 　 　 　 　 　 　
(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。なお、単位未満は切り捨て表示しております。

２．「その他（注）」は、ポイント使用に係る売上高です。

　

(2) 仕入実績

当事業年度の仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

区分

前事業年度 当事業年度

前期比
（％）

（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

仕入高（千円） 構成比（％） 仕入高（千円） 構成比（％）

　

ＡＶソフト 7,378,15369.3 5,272,63267.7 △ 28.5

ゲーム 1,281,92712.0 1,074,09113.8 △ 16.2

書籍 1,046,754 9.8 611,871 7.9 △ 41.5

その他 464,517 4.3 275,613 3.5 △ 40.7

物販計 10,171,35395.5 7,234,20992.8 △ 28.9

レンタル 477,644 4.5 559,368 7.2 ＋17.1

合計 10,648,997100.0 7,793,577100.0 △ 26.8

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。なお、単位未満は切り捨て表示しております。
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３ 【対処すべき課題】

(1)経営の基本方針

当社は、「エンタテインメント情報の提供を通じて　夢と感動を提供する地域社会のライブラリとなり

　豊かなライフスタイルの創造に貢献する」を新たな経営理念として掲げてまいります。

　この理念に基づき、主要ドメインであるＣＤ・ＤＶＤ・ゲーム・書籍などの販売及びレンタルを通じ

て、東海エリアを中心とした地域社会の文化の発信地として不可欠な存在となることを目指し、多様化す

るお客様ひとりひとりのライフスタイルがより豊かなものとなるよう、サービスの充実、ニーズにあった

情報発信・生活提案を行ってまいります。

　

(2)中期的な会社の経営戦略

平成20年２月に策定いたしました「中期経営計画」に則り、「東海エリアのエンタテインメントスト

アＮｏ.１企業を目指す！」及び「構造改革の推進により、収益力を改善し、早期の黒字化を実現す

る！」という２つの方針を掲げ、収益力の向上に努めてまいります。

　平成21年３月期は、この方針に基づく主要施策として、「本社・本部コストの削減」「店舗収益の改

善」に取り組んでまいりました。

　「本社・本部コストの削減」につきましては、親会社であるＴＳＵＴＡＹＡのインフラを最大限に活用

することで本社・本部コストを削減し、さらに当社の持つＡＶソフト販売事業のノウハウの最大化を目

指しております。 

　具体的には、ＡＶソフト販売のＭＤ（マーチャンダイジング）チームのＴＳＵＴＡＹＡ ＭＤチームと

の統合、商物流にかかるトータルコストダウン削減に向けての仕入れ・物流機能の統合のほか、第３四半

期からは会計システムの統合も実施し、重複した資産・コストの発生を抑制いたします。一連の連携・統

合により、本社・本部部門の体制をスリム化し、間接コストを削減しております。 

　「店舗収益の改善」につきましては、ＡＶソフト販売事業とレンタル事業を軸に、既存店舗の収益力改

善を目指しております。 

　ＡＶソフト販売事業につきましては、長年培ってきたノウハウによる、定番商品を中心とした品揃えの

拡充や、顧客層に応じた販促企画の実施など、専門性強化のための各種施策をＴＳＵＴＡＹＡとの統合に

より強化を図るＭＤ部門を中心に、さらに強力に推進しております。 

　レンタル事業につきましては、これまで導入を行った店舗では、オペレーションの改善による売上と売

上総利益率の向上に取り組んでまいりました。また、ＣＤ・ＤＶＤレンタルに加えて導入したコミックレ

ンタルもあわせて、既存店舗への導入もさらに推進いたしました。 

　加えて、平成21年２月から３月にかけて、新たにゲームリサイクル（中古販売・買取）を７店舗に導入

し、ゲーム事業のてこ入れを図るとともに、ＡＶソフト販売・レンタル事業との相乗効果による集客力・

売上高の向上を図ってまいりました。 

　上記の施策を実施することにより、店舗のエンタテインメント性を高め、お客様満足度の向上を図ると

ともに、利益率の高い店舗の構築を推進しております。 

　店舗展開につきましては、引き続き、静岡県を中心とした東海エリアへの経営資源の集中と不採算店舗

の撤退を基本方針に、改装・出店・退店の計画を実施してまいりました。 

　上記の２施策に加え、「人事政策」と「財務政策」を推進しております。 

　「人事政策」につきましては、社員の取り組み意欲向上を目的として、評価制度及び報酬体系を中心に

見直しを行い、目標達成に向けた具体的な行動やその成果を重視する制度への移行を実施しております。

また、平成20年11月より適格退職年金から確定拠出年金への移行を実施するとともに、出向による相互の

人材交流など、各種人事政策を積極的に推進しております。 

　「財務政策」につきましては、毀損した資本勘定を改善すべく、財務・資本政策の立て直しを図ってま
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いりました。純資産については、ＴＳＵＴＡＹＡが引受先となる第２種優先株式の発行による20億円の増

資を平成20年７月14日に実施し、全額同社からの借入金返済に充当した結果、債務超過が解消され、自己

資本を大幅に増強しております。この他、商品在庫高の圧縮や支払い条件の改善などにより借入金の削減

を行い、金利費用の大幅削減・財務体質の改善も推進いたしております。

　

(3)会社の対処すべき課題

前述の「中期経営計画」の遂行を最優先課題と捉え、具体的な諸施策に取り組んでまいります。

　計画の２年目となる平成22年３月期は、前期に実施した各種施策による効果の最大化するため、下記３

点を重要課題として取り組んでまいります。

①店舗収益の向上

　店舗タイプ別・個店別戦略を明確化し、各店舗の収益最大化を進めてまいります。レンタルやゲームリ

サイクルの導入店においては、ＡＶソフトを組み合わせたトータルでの店舗パッケージの完成度を高め、

それぞれの取扱いアイテムでの地域Ｎｏ．１を目指します。ＡＶソフト専業店では、運営方法の改善や地

域・店舗別戦略をより明確化し、店舗毎の収益構造改革を進めてまいります。

②経営の効率化

　前期に続き、本社・本部部門のスリム化、全社的なコスト削減、親会社であるＴＳＵＴＡＹＡの持つイン

フラ等の活用などにより、厳しい経営環境でも利益を産み出す効率的な経営体質への転換を進めてまい

ります。

③従業員の取組意欲向上

　「個客中心～お客様の『ありがとう』のために」という概念を社内で共有化し、お客様と接する店舗を

中心とした組織体制・運営体制への移行及び意識改革に取組んでまいります。役割・立場に応じた責任

と権限を明確化し、それに集中できる環境を整えることで、社員ひとりひとりの取組意欲向上を図ってま

いります。

 

この他、内部統制報告制度に対応するための社内体制の確立等を推進し、上場企業としてステークホル

ダーに対する信頼性の向上に努めてまいります。
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４ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在に入手可能な情報から得られた当社の判断、予

想に基づくものであります。

　以下には当社の事業展開においてリスク要因となる可能性がある主な事項を掲載しております。当社は

これらリスク発生の可能性を認識した上で、発生の予防及び対応に努める方針であります。

　

１．有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性がある事項には、以下のようなものがあります。

①フランチャイズ契約について

当社は音楽・映像ソフトのレンタル・販売、書籍の販売事業に関して、株式会社ＴＳＵＴＡＹＡとフ

ランチャイズ契約を締結しております。

　同契約の中では競業禁止条項等が定められております。

　株式会社ＴＳＵＴＡＹＡとのフランチャイズ契約は当社事業において重要性が高く、同社との提携を

より強固なものにすべく、資本提携や人材交流などを行っておりますが、万一、同社の業務あるいは同

社と当社との関係が通常どおり機能しなくなった場合には、当社の業務に影響を及ぼす可能性があり

ます。

　

②法的規制について

ａ．出店等に関する規制について

当社は、1,000㎡を超える新規出店及び増床については「大規模小売店舗立地法」の規制を受ける

ため、同法に該当する出店等の計画にあたっては、準備期間の長期化や出店コストの上昇等が発生

し、その結果、当社の経営成績に影響を与える可能性があります。

ｂ．レンタル事業における著作権について

当社のレンタル業務において、ＤＶＤ・ビデオレンタルは著作権法の頒布権に関する規定を、ＣＤ

のレンタル業務は著作権法の貸与権に関する規定の適用を受けております。今後、著作権料の高騰が

起きた場合は、当社の経営成績に影響を与える可能性があります。

ｃ．個人情報保護法について

当社は個人情報の保護に関する法律により定められた「個人情報取扱事業者」に該当しておりま

す。そのため、「個人情報管理規程」などの社内規程を定め、社内管理制度・体制を整備するととも

に、社員教育を徹底し法令遵守への意識を高め、個人情報を始めとした情報が漏洩することのないよ

うに取り扱いには充分に注意しております。

　しかしながら、万一、当社の保有する個人情報等の漏洩が発生した場合は損害賠償請求による訴訟

の発生や社会的な信用失墜など経営成績に影響を与える可能性が考えられます。

ｄ．再販売価格維持制度について

当社の主力商品である音楽ＣＤ等及び書籍は、メーカーが卸・小売販売価格を制定し、これを販売

者に遵守させる再販売価格維持制度の対象となっております。現在、時限販売（発売後一定期間を経

過したものは小売業者が自由な価格で販売できる）など、一部で再販売価格維持制度の弾力的運用

が行われており、今後、同制度の緩和や廃止がなされた場合、異業種を含めた価格競争が生じる可能

性があり、当社の経営成績に影響を与える可能性があります。

ｅ．青少年健全育成に関する条例について

当社は、成人向け商品のレンタル及び販売に関し、「静岡県青少年のための良好な環境整備に関す

る条例」及び各自治体における同様の条例等を遵守しており、成人向けレンタル及び販売スペース
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を他スペースと区切り、１８歳未満の方の入場を禁止する旨を当該スペースの入り口に掲示するな

どの配慮を行っております。万一、これら条例に違反する事件等が発生した場合は、当社の経営成績

に影響を与える可能性があります。

　

③災害等による影響について

当社は自然災害の発生などを想定し、独自の災害対策社内マニュアルを作成し、お客様・従業員・会

社資産への被害を最小限にとどめるべく社内体制を整備し、事前に取りうる対策を講じておりますが、

当社の営業地域は静岡県を中心に、東海・関東地区に点在しており、当該地域で大規模な自然災害、特

に予想される東海地震等が発生した場合その影響を受けることが考えられます。

　

④競合環境・事業環境の変化について

小売業を取り巻く事業環境は、店舗の大型化・複合化や異業種の参入など、競合状況は厳しさを増し

ております。また、当社の主要取り扱い商品であるＡＶソフト（音楽・映像）は、近年のインターネッ

トや携帯電話の急速な普及により、コンテンツレベルでの流通・配信サービスが拡大の傾向にあり、競

合環境の構造そのものが大きく変化しております。

　当社は、こうした変化への対応を図りながら、"個客中心”の概念に基づき、競争力のある店舗開発、お

客様のニーズを捉えたサービスレベルの向上など、店舗の顧客価値向上を目指しております。しかしな

がら、競合環境・事業環境の変化によっては、当社の業績に影響を与える可能性がございます。

　

⑤人材の育成と確保について

当社は、店舗の運営レベル・効率化の向上を継続的に進めておりますが、そのための人材の確保と従

業員のレベル向上が重要な課題となっております。現状では、正社員はもとより、協力社員・アルバイ

トなど臨時従業員の活用が店舗運営の重要な要素となっており、ＯＪＴを中心とした研修の充実など

による人材育成を進めておりますが、人材の育成と確保が計画通りに進まない場合には、長期的には当

社の業績に影響を与える可能性があります。加えて、臨時従業員に係わる法令等の改正が行われ、当社

の負担する労務管理費用等が増加した場合、店舗運営や経営成績に影響を与える可能性があります。

　

２．提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況その他提出会社に重要な影響を及ぼす事象

当社は、平成19年３月期以降、３期連続で営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上し

ていることに加え、平成22年３月期の通期業績予想においても営業損失となることを見込んでおりま

す。当該状況により、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような状

況が存在しております。
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５ 【経営上の重要な契約等】

フランチャイズ契約

当社は、株式会社ＴＳＵＴＡＹＡとの間で、平成18年７月に、ＣＤ・ＤＶＤ、書籍、ゲーム等の販売及び

レンタルについて、各店舗毎にフランチャイズ契約を締結しております。

　

６ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在に入手可能な情報から得られた当社の判断、予

想に基づくものであります。

　

１．提出会社の代表者による財政状態及び経営成績に関する分析・検討内容

(1)　重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しており

ます。この財務諸表作成にあたっては、当社経営陣による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・

費用の報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要といたします。経営陣はこれらの見積りについて

過去の実績や現状等を勘案し、合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があ

るため、これらの見積りと異なる場合があります。

　当社の財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 ２ 財務諸表等 (1)財務諸表」の

「重要な会計方針」に記載しております。

　

(2)　当事業年度の経営成績・財政状態の分析

当社の当事業年度における経営成績は、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1)業績」に記載のとお

りであります。

　当社の当事業年度における財政状態は、総資産は不採算店の閉店による棚卸資産及び敷金保証金の減少

や、保有不動産の売却などにより、前期末比13億68百万円減少し、57億３百万円となりました。 

　負債総額は、ＴＳＵＴＡＹＡが引受先となる優先株式の発行による20億円の増資を第２四半期に実施

し、これを全額借入金の返済に充当したことなどにより、前期末比28億59百万円と大幅に減少し、52億31

百万円となりました。 

　純資産は、第２四半期に第三者割当による新株式（優先株式）の発行を実施したため、前期末比14億91

百万円増加し、４億71万円となりました。 

　

(3)　経営成績に重要な影響を与える要因について

当社を取り巻く環境は、企業業績の悪化に伴う雇用環境の悪化などを背景に個人消費は盛り上がりに

欠け、一方では主力商品である音楽ソフトにおいては、インターネット通販・携帯電話やパソコンを通じ

たダウンロード販売など業種・業態を超えた競争が一層激化するなど、競合状況は厳しさを増しており

ます。こうした環境の変化により、当社の経営成績は影響を受ける可能性があり、「第２ 事業の状況 ３ 

対処すべき課題 (2)中期的な会社の経営戦略」に記載の「中期経営計画」に基づき、絶えずこうした競

合環境変化への対応に取り組んでまいります。

　この他、経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」

をあわせてご参照ください。

　

(4)　戦略的現状と見通し

当社は、競合環境・競争環境への対応に取り組みを強化しつつ、経営理念である「エンタテインメント

情報の提供を通じて　夢と感動を提供する地域社会のライブラリとなり　豊かなライフスタイルの創造に

貢献する」の店舗における具現化を目指しております。また、それらをより効率的に行うための組織体系

の見直し、オペレーションの改善に常に取り組んでまいります。

　中長期的な方針につきましては、「第２ 事業の状況 ３ 対処すべき課題 (2)中期的な会社の経営戦

略」をご参照ください。
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(5)　資本の財源及び資金の流動性について

当社の当事業年度における現金及び現金同等物は、閉店店舗の有形固定資産（土地）の売却、在庫の効

率化によるたな卸資産の大幅な減少や不採算店舗の退店による敷金保証金の回収などの増加要因があり

ましたが、当期純損失の計上や借入金の返済などにより、前期より60百万円減少し、５億85百万円となり

ました。

　なお、キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2)キャッシュ

・フローの状況」をご参照ください。

　

（6）経営者の問題意識と今後の方針について

当社は、株式会社ＴＳＵＴＡＹＡとの資本・業務提携の効果を最大限に発揮すべく、平成20年２月に策

定いたしました中期経営計画にのっとり、「東海エリアのエンタテインメントストア　Ｎｏ.１企業を目

指す！」及び「構造改革の推進により、収益力を改善し、早期の黒字化を実現する！」という２つの方針

を掲げ、収益力の向上に努めてまいります。

　具体的な方針の内容、施策につきましては、「第２ 事業の状況 ３ 対処すべき課題 (2)中期的な会社の

経営戦略、(3)会社の対処すべき課題」をご参照ください。

　

２．事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は

改善するための対応策

当社は、「第２ 事業の状況　４ 事業等のリスク」に記載のとおり、平成19年３月期以降、３期連続で

営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上していることに加え、平成22年３月期の通期

業績予想においても営業損失となることを見込んでおります。当該状況により、将来にわたって事業活

動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　当社は、このような状況を改善するため、収益力強化のための営業施策を見直すと共に、親会社である

株式会社ＴＳＵＴＡＹＡとの連携強化、財務体質の改善、本社・本部部門のスリム化による固定費の削

減などの構造改革をこれまで以上に実施することが急務であると判断し、平成20年２月に「第２ 事業

の状況　３ 対処すべき課題　(2)中期的な会社の経営戦略」に記載のとおり、中期経営計画を策定いた

しました。

　計画の初年度である平成21年３月期は、店舗改装・不採算店舗の撤退などの収益改善策や、新人事制

度の導入による人事制度改革に加え、ＴＳＵＴＡＹＡを割当先とした第三者割当増資による資本増強

や、同社との物流統合・システム統合など、抜本的な構造改革やコスト削減策を実行し、一定の成果を

得ております。

　平成22年３月期につきましても、引き続きこの中期経営計画に則り、各種施策の実行を進めることに

より、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義は解消することが可能だと考えてお

り、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められず、当事業年度末より「継続企業の前提に関す

る注記」を除外しております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当期の設備投資については、レンタル及びゲームリサイクル売場の導入を８店舗で実施したことなどに

より、総額１億52百万円の設備投資を実施いたしました。

　

２ 【主要な設備の状況】

平成21年３月31日現在の当社における主要な設備は、以下のとおりであります。

事業所名
(所在地)

設備の内容
(事業部門)

帳簿価額(千円) 従業
員数
(人)土地

建物及び
構築物

器具及び
備品

リース資産 合計

本社(静岡県静岡市葵区) 事務管理設備（本社）
─

( ─ )
7,085 40,312 1,066 48,46432

静岡県19店舗計 販売設備
109,337

(  1,076 )
214,436118,027 9,605 451,40754

愛知県２店舗計 販売設備
─

( ─ )
5,177 416 715 6,3094

神奈川３店舗計 販売設備
─

( ─ )
5,143 4,411 ─ 9,5556

東京都１店舗計 販売設備
─

( ─ )
─ ─ ─ ─ 3

埼玉県２店舗計 販売設備
─

( ─ )
242 ─ ─ 242 4

千葉県２店舗計 販売設備
─

( ─ )
15,520 625 84 16,2314

栃木県１店舗計 販売設備
─

( ─ )
2,965 6,197 ─ 9,1632

合計 ―
109,337
( 1,076 )

250,572169,99111,472541,374109

(注) １．「土地」欄の(　)内は、所有面積(㎡)であります。

２．従業員数には、他社への出向者32名、休職者１名は含まれておりません。また、臨時従業員319名(期中平均雇用

人数・月170時間を１人として換算)を除いてあります。

３．店舗数は第46期期末におけるものを表示しております。

４．リース契約による主な賃借設備は、下記のとおりであります。

名称 件数 リース期間
年間リース料
(千円)

リース契約残高
(千円)

器具及び備品 142件 5年 50,982 30,869

車輌運搬具 ４件 5年 2,457 1,976

レンタル商品 ９件 2年 64,895 27,596

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

事業所名
(所在地・予定)

設備の内容

投資予定額
資金
調達方法

着手年月
（予定）

完了予定
（予定）

完成後の
増加能力
(売場面積)総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

ＴＳＵＴＡＹＡ
すみや三島店
（静岡県駿東郡）

店舗改装 363 ─ 自己資金 平成21年６月 平成21年７月 2,100㎡

(注)上記の金額に消費税等は含まれておりません。　

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 63,000,000

第１種優先株式 4,000,000

第２種優先株式 4,000,000

計 71,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,841,07416,841,074
ジャスダック
証券取引所

注１

第１種優先株式 1,000,000 1,000,000― 注２

第２種優先株式 1,000,000 1,000,000― 注３

計 18,841,07418,841,074― ―

(注) １．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、単元株式

数は1,000株であります。

　   ２．第１種優先株式の内容は次のとおりであります。なお、単元株式数は200株であります。

(1)剰余金の配当  

①優先配当

　当会社は、ある事業年度中の特定の日を基準日として当該基準日の最終の株主名簿に記載又は記録された株

主及び登録株式質権者に対して剰余金の配当を行うにあたり、第一回第１種優先株式を有する株主（以下

「第一回第１種優先株主」という。）又は第一回第１種優先株式の登録株式質権者（以下「第一回第１種優

先登録株式質権者」という。）に対して、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式

の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、剰余金の配当を行う。

第一回第１種優先株式１株当たりの優先配当金（以下「第一回第１種優先配当金」という。）の額は、第一回

第１種優先株式１株当たりの払込金額（2,000円）に対し、下記の年率（以下「第一回第１種優先配当年率」

という。）を乗じて算出された金額とする。

第一回第１種優先配当金の額は、円位未満小数第４位を四捨五入する。計算の結果が100円を超える場合は、第

一回第１種優先配当金の額は100円とする。

第一回第１種優先配当年率は、平成18年７月15日以降、次回年率修正日（下記に定義される。）の前日までの

各事業年度について、下記算式により計算される年率とする。

 

第一回第１種優先配当年率

＝日本円TIBOR（６ヶ月物）＋0.5％

 

第一回第１種優先配当年率は、％位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

「年率修正日」は平成18年７月15日及びそれ以降の各年４月１日とする。

「日本円TIBOR（６ヶ月物）」は、平成18年７月15日又は各年率修正日（これらの日が銀行休業日の場合は前

営業日）（以下「優先配当決定基準日」という。）の午前１１時における日本円６ヶ月物トーキョー・イン

ター・バンク・オファード・レートとして全国銀行協会によって公表される数値を指すものとし、優先配当

決定基準日に日本円６ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レートが公表されない場合、こ
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れに代えて、同日（当日がロンドンにおける銀行休業日の場合は前営業日）ロンドン時間午前11時にスク

リーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手レート（ユーロ円LIBOR６ヶ月物（360日ベース））

として英国銀行協会（BBA）によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを用いるもの

とする。

②非累積条項

　ある事業年度において第一回第１種優先株主又は第一回第１種優先登録株式質権者に対し、上記①に定める

第一回第１種優先配当金の全部又は一部が支払われないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

③非参加条項

　第一回第１種優先株主又は第一回第１種優先登録株式質権者に対しては、第一回第１種優先配当金を超えて

配当は行わない。  

(2)議決権

　第一回第１種優先株主は、株主総会において、議決権を有しない。

(3)残余財産の分配

　第一回第１種優先株主及び第一回第１種優先登録株式質権者に対しては、残余財産の分配は行わない。

(4)譲渡制限

　第一回第１種優先株式を譲渡により取得することについては、当会社の承認を必要とする。

(5)取得条項

　当会社は、平成18年７月15日以降に開催される取締役会で定める日の到来をもって、第一回第１種優先株主

又は第一回第１種優先登録株式質権者の意思にかかわらず、適用法の財務制限に従い、いつでも第一回第１種

優先株式の全部又は一部を、金銭を対価として交付することにより、取得することができる。

第一回第１種優先株式を取得するのと引換えに交付すべき金銭の額は１株当たり2,000円とする。

一部取得の場合は、直前期末の第一回第１種優先株主名簿に記載又は記録された保有株式数による比例配分

とする。

(6)取得請求権

　第一回第１種優先株主は、下記①に定める期間（以下「取得請求期間」という。）中、当会社に対して、第一

回第１種優先株式を取得することを請求できるものとし、当会社は、第一回第１種優先株主が取得を請求した

第一回第１種優先株式を取得するのと引換えに、下記②及び③に定める方法により算出される数の当会社普

通株式を第一回第１種優先株主に対して交付するものとする。ただし、第一回第１種優先株主が取得請求する

ことができる第一回第１種優先株式の数は、１事業年度当たり250,000株を上限とする。

　　①取得請求期間

　　　平成19年７月１日より平成30年６月30日までとする。

　　②取得の引換えに交付すべき普通株式数

　　　第一回第１種優先株式を取得するのと引換えに交付すべき普通株式数は、優先株式１株に対して、

　　　普通株式５株とする。

　　③取得の引換えに交付すべき普通株式数の調整

　　　取得するのと引換えに交付すべき普通株式数は、当会社が、平成18年７月15日以降、一株当たりの

　　　時価を下回る払込金額又は処分価額をもって普通株式を発行し又は処分する場合、若しくは株式分

　　　割により普通株式を発行する場合には、次の算式に従って調整される。

　

　
　　　　　また、合併、資本金の減少又は会社分割等により取得するのと引換えに交付すべき普通株式数の調整

　　　を必要とする場合には、当会社の取締役会が適当と判断する普通株式数に調整する。

　　④取得請求受付場所

　　　住友信託銀行株式会社

　　⑤取得の効力発生

　　　取得請求書及び第一回第１種優先株式の株券が上記④に記載する取得請求受付場所に到達した時点

　　　で当会社は、第一回第１種優先株式を取得し、当該取得請求をした株主は、当会社がその取得と引

　　　換えに交付すべき普通株式の株主となる。但し、第一回第１種優先株式の株券が発行されないとき

　　　は、株券の提出を要しない。

　　⑥一斉取得条項

　　　当会社は、取得請求期間中に取得請求のなかった第一回第１種優先株式については、同期間の末日

　　　の翌日以降に開催される取締役会で定める日の到来をもって取得するのと引換えに交付することに

　　　より、第一回第１種優先株式１株当たり当会社普通株式５株を取得交付することができる。第一回
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　　　第１種優先株式を取得するのと引換えに交付すべき普通株式数は、上記③に従って調整されるもの

　　　とする。

(7)第一回第１種優先株式の併合、分割又は募集株式の割当を受ける権利等

　当会社は、法令に別段の定めがある場合を除き、第一回第１種優先株式について株式の併合又は分割若しく

は株式無償割当又は新株予約権無償割当を行わない。

　当会社は、第一回第１種優先株主に対し、募集株式の割当を受ける権利又は募集新株予約権の割当を受ける

権利を与えない。

　   ３．第２種優先株式の内容は次のとおりであります。なお、単元株式数は200株であります。

(1)剰余金の配当  

①優先配当

　当会社は、ある事業年度中に属する日を基準日として金銭による剰余金の配当を行うときは、当該基準日の

最終の株主名簿に記載又は記録された第一回第２種優先株式を有する株主（以下、「第一回第２種優先株

主」という。）及び第一回第２種優先株式の登録株式質権者（以下、「第一回第２種優先株式質権者」とい

う。）に対して、普通株式を有する株主（以下、「普通株主」という。）及び普通株式の登録株式質権者（以

下、「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、剰余金の配当を行う。但し、第一回第２種優先株主及び第一

回第２種優先株式質権者に対する剰余金の配当は、第一回第１種優先株主及び第一回第１種優先株式質権者

に対する剰余金の配当に劣後するものとする。

　第一回第２種優先株式１株当たりの優先配当金（以下、第一回第２種優先配当金」という。）の額は、当該剰

余金の配当の基準日の属する事業年度毎に、第一回第２種優先株式１株当たりの払込金額（2,000円）に対

し、下記の年率（以下、「第一回第２種優先配当年率」という。）を乗じて算出された金額とする。第一回第２

種優先配当金の額は、円単位未満少数第4位を四捨五入する。計算の結果が100円を超える場合は、第一回第２

種優先配当金の額は100円とする。 

第一回第２種優先配当年率は、平成20年７月15日以降、次回年率修正日（下記に定義される。）の前日までの

各事業年度について、下記算式により算出される年率とする。 

 

第一回第２種優先配当年率

＝日本円TIBOR（６ヶ月物）＋0.5％

 

第一回第２種優先配当年率は、％未満少数第４位まで算出し、その少数第４位を四捨五入する。 

「年率修正日」とは、平成20年７月15日及びそれ以降の各年４月１日とする。 

「日本円TIBOR（６ヶ月物）」とは、平成20年７月15日又は各年率修正日（これらの日が銀行休業日の場合は

前営業日）（以下「優先利益配当決定基準日」という。）の午前11時における日本円６ヶ月物トーキョー・

インター・バンク・オファード・レートとして全国銀行協会によって公表される数値を指すものとし、優先

利益配当決定基準日に日本円６ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レートが公表されない

場合、これに代えて、同日（当日がロンドンにおける銀行休業日の場合は前営業日）ロンドン時間午前11時に

スクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手レート（ユーロ円LIBOR６ヶ月物（360日ベー

ス））として英国銀行協会（BBA）によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを用い

るものとする。 

②非累積条項

　ある事業年度において第一回第2種優先株主又は第一回第２種優先株式質権者に対し、上記②に定める第一

回第２種優先利益配当金の全部又は一部が支払われないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

③非参加条項

　第一回第２種優先株主又は第一回第２種優先登録株式質権者に対しては、第一回第２種優先配当金を超えて

配当は行わない。 

 

(2)議決権

　第一回第２種優先株主は、株主総会において、議決権を有しない。

(3)残余財産の分配

　第一回第２種優先株主及び第一回第２種優先登録株式質権者に対しては、残余財産の分配は行わない。

(4)譲渡制限

　第一回第２種優先株式を譲渡により取得することについては、当会社の承認を必要とする。

(5)取得条項

　当会社は、平成20年７月15日以降に開催される取締役会で定める日の到来をもって、第一回第２種優先株主

及び第一回第２種優先株式質権者の意思にかかわらず、適用法の財務制限に従い、いつでも第一回第２種優先

株式の全部又は一部を、金銭を対価として交付するのと引換えに取得することができる。第一回第２種優先株

式を取得するのと引換えに交付すべき金銭の額は１株当たり2,000円とする。一部取得の場合は、直前期末の
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第一回第２種優先株主名簿に記載又は記録された保有株式数による比例配分とする。

(6)取得請求権

　第一回第２種優先株主は、下記①に定める期間（以下「取得請求期間」という。）中、当会社に対して、第一

回第２種優先株式を取得することを請求することができるものとし、当会社は、第一回第２種優先株式を取得

するのと引換えに、下記②及び③に定める方法により算出される数の当会社普通株式を第一回第２種優先株

主に対して交付するものとする。但し、第一回第２種優先株主が取得請求することができる第一回第２種優先

株式の数は、１事業年度当たり25万株を上限とする。

　　①取得請求期間

　　　平成21年７月１日より平成32年６月30日までとする。

　　②取得の引換えに交付すべき普通株式数

　　　第一回第２種優先株式を取得するのと引換えに交付すべき普通株式数は、第一回第２種優先株式１

　　　株に対して、第一回第２種優先株式1株当たりの発行価格を転換価額（下記に定義される。）で除し

　　　て算出された数とする。 

　　　「転換価額」とは、平成20年７月14日に先立つ45取引日（終値のない日数を除く。）に始まる30取

　　　引日（終値のない日数を除く。）の株式会社ジャスダック証券取引所における当会社の普通株式の

　　　普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）をいう。但し、

　　　円単位未満少数第２位を四捨五入する。 

　　③取得の引換えに交付すべき普通株式数の調整

　　　第一回第２種優先株式を取得するのと引換えに交付すべき普通株式数は、当会社が、平成20年７月

　　　15日以降、１株当たりの時価を下回る発行価格若しくは処分価額をもって普通株式を発行し若しく

　　　は処分する場合、又は株式分割により普通株式を発行する場合には、次の算式に従って調整され

　　　る。

　　　　　また、合併、資本金の減少又は会社分割等により取得するのと引換えに交付すべき普通株式数の調

　　　整を必要とする場合には、当会社の取締役会が適当と判断する普通株式数に調整する。

　　④取得請求受付場所

　　　住友信託銀行株式会社

　　⑤取得の効力発生

　　　取得請求書及び第一回第２種優先株式の株券が上記④に記載する取得請求受付場所に到達した時点

　　　で、当会社は、第一回第２種優先株式を取得し、当該取得請求を行った株主は、当会社がその取得　

　　　と引換えに交付すべき普通株式の株主となる。但し、第一回第２種優先株式の株券が発行されない

　　　ときは、株券の提出を要しない。　　　

　　⑥一斉取得条項

　　　当会社は、取得請求期間中に取得請求のなかった第一回第２種優先株式については、同期間の末日

　　　の翌日以降に開催される取締役会で定める日の到来をもって取得するのと引換えに、第一回第２種　

　　　優先株式１株当たり上記②に従って算出される数の普通株式を交付することができる。第一回第２

　　　種優先株式を取得するのと引換えに交付すべき普通株式数は、上記③に従って調整されるものとす

　　　る。

　　　

(7)第一回第２種優先株式の併合、分割又は募集株式の割当を受ける権利等

　当会社は、法令に別段の定めがある場合を除き、第一回第2種優先株式について株式の併合若しくは分割又は

株式無償割当若しくは新株予約権無償割当を行わない。当会社は、第一回第2種優先株主に対し、募集株式の割

当を受ける権利又は募集新株予約権の割当を受ける権利を与えない。

４．上記の(6)②での定めに従い、第一回第２種優先株式の転換価額は122.6円と算出されております。

５．会社法第322条第２項に規定する種類株主総会の決議を要しない旨の定款の定めはありません。
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６．定款において第一回第１種及び第一回第２種優先株式が剰余金の配当について普通株式に優先すること、並

びに普通株式を対価とする取得請求権が付されていること等の株式の内容との関係から、株主総会において

議決権を有しない旨定めております。

７．第一回第１種及び第一回第２種優先株式の単元株式数は、株主及び当社の合意により各々200株としておりま

す。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成16年８月１日
（注１）

─ 8,737,717 ─ 1,917,769△ 500,105479,442

平成18年６月29日
（注２）

─ 8,737,717 ─ 1,917,769△ 479,442 ─

平成18年７月14日
（注３）

11,000,00019,737,717247,5002,165,269247,500247,500

平成18年７月14日
（注４）

1,000,00020,737,7171,000,0003,165,2691,000,0001,247,500

平成18年７月14日
（注５）

△ 2,896,64317,841,074 ─ 3,165,269 ─ 1,247,500

平成18年８月１日
（注６）

─ 17,841,074△ 2,417,769747,500△ 500,000747,500

平成20年７月14日
（注７）

1,000,00018,841,0741,000,0001,747,5001,000,0001,747,500

(注) １．資本準備金の減少額は、平成15年８月１日に債権者保護手続きを経た後の資本準備金の取崩しによるもの

500,105千円であります。

２．平成18年６月29日開催の定時株主総会における欠損填補による資本準備金取崩高479,442千円であります。

３．第三者割当（普通株式）

　　　発行価格：１株当たり45円、資本組入額：１株につき22.5円、割当先：株式会社ＴＳＵＴＡＹＡ　

４．第三者割当（第１種優先株式）

　　　発行価格：１株当たり2,000円、資本組入額：１株につき1,000円、割当先：株式会社静岡銀行

５．自己株式の消却による減少であります。

６．平成18年６月29日開催の定時株主総会における欠損填補のための資本金減少決議と資本準備金減少決議によ

る減少額が平成18年８月１日効力発生により、それぞれ資本金が2,417,769千円、資本準備金が500,000千円あ

ります。

７．第三者割当（第２種優先株式）

　　　発行価格：１株当たり2,000円、資本組入額：１株につき1,000円、割当先：株式会社ＴＳＵＴＡＹＡ

８．株式会社ＴＳＵＴＡＹＡは、平成21年４月１日をもって、「株式会社ＣＣＣ」に商号変更しております。

　

EDINET提出書類

株式会社すみや(E03195)

有価証券報告書

21/77



(5) 【所有者別状況】

①普通株式

平成21年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

─ 6 13 56 1 ─ 859 935 ―

所有株式数
(単元)

─ 862 89 11,433 6 ─ 4,40016,79051,074

所有株式数
の割合(％)

─ 5.1 0.5 68.1 0.0 ─ 26.3 100.0 ―

(注) １．自己株式526,992株は「個人その他」に526単元、「単元未満株式の状況」に992株含めて記載しております。

　

②第１種優先株式

平成21年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数200株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 1 ― ― ― ― 1 ２ ―

所有株式数
(単元)

― 4,675 ― ― ― ― 325 5,000 ―

所有株式数
の割合(％)

― 93.5 ― ― ― ― 6.5 100.0 ―

(注) 自己株式65,000株は「個人その他」に325単元含めて記載しております。

　

③第２種優先株式

平成21年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数200株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数
(単元)

― ― ― 5,000 ― ― ― 5,000 ―

所有株式数
の割合(％)

― ― ― 100.0 ― ― ― 100.0 ―
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(6) 【大株主の状況】

所有株式数別

平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ＴＳＵＴＡＹＡ 大阪府大阪市北区梅田2丁目5番25号 12,001 63.70

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町1丁目の10 1,651 8.77

川　邉　富　代 静岡県静岡市葵区 191 1.01

川　邉　　　卓 埼玉県所沢市 171 0.91

川　辺　　　誠 東京都大田区 170 0.90

すみや社員持株会 静岡県静岡市葵区呉服町1丁目6番地の9 162 0.86

川　辺　純　男 静岡県静岡市葵区 100 0.53

丸　野　由　照 静岡県浜松市中区 78 0.41

白　鳥　浩　二　 静岡県静岡市葵区 63 0.33

株式会社清水銀行 静岡県静岡市清水区富士見町２－１ 60 0.32

計 ― 14,648 77.75

（注)１．上記のほか、当期末において、自己株式591,992株(3.14%)を保有しております。なお、自己株式数には、第１種

優先株式65,000株を含めております。

２．株式会社静岡銀行の所有株式数には、第１種優先株式935,000株を含めて記載しております。

３．株式会社ＴＳＵＴＡＹＡの所有株式数には、第２種優先株式1,000,000株を含めて記載しております。

４．株式会社ＴＳＵＴＡＹＡは、平成21年４月１日をもって、「株式会社ＣＣＣ」に商号変更しております。

　

所有議決権数別

平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
(個)

総株主の議決権
に対する
所有議決件数
の割合(％)

株式会社ＴＳＵＴＡＹＡ 大阪府大阪市北区梅田2丁目5番25号 11,001 67.64

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町1丁目の10 716 4.40

川　邉　富　代 静岡県静岡市葵区 191 1.17

川　邉　　　卓 埼玉県所沢市 171 1.05

川　辺　　　誠 東京都大田区 170 1.05

すみや社員持株会 静岡県静岡市葵区呉服町1丁目6番地の9 162 1.00

川　辺　純　男 静岡県静岡市葵区 100 0.61

丸　野　由　照 静岡県浜松市中区 78 0.48

白　鳥　浩　二　 静岡県静岡市葵区 63 0.39

株式会社清水銀行 静岡県静岡市清水区富士見町２－１ 60 0.37

計 ― 12,712 78.16

（注)１．第１種優先株式、第２種優先株式は、無議決権株式であります。

２．株式会社ＴＳＵＴＡＹＡは、平成21年４月１日をもって、「株式会社ＣＣＣ」に商号変更しております。

EDINET提出書類

株式会社すみや(E03195)

有価証券報告書

23/77



(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式

第１種優先株式　
1,000,000

第２種優先株式　
1,000,000

―
「１ 株式等の状況」の「(1)株式の総
数等」の「②発行済株式」の注記参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 526,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

16,264,000
16,264同上

単元未満株式 普通株式 51,074 ― 同上

発行済株式総数 18,841,074― ―

総株主の議決権 ― 16,264 ―

(注) １．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式992株が含まれております。

２．「無議決権株式」欄の第１種優先株式には、当社所有の自己株式65,000株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社すみや

静岡県静岡市葵区呉服
町１丁目６番地の９

526,000─ 526,000 3.1

計 ― 526,000─ 526,000 3.1

(注) 上記のほか、当期末において、無議決権株式である第１種優先株式65,000株(6.5%)を保有しております。

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 3,550 252

当期間における取得自己株式 79 4

（注）当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─ ─

保有自己株式数（注１）

普通株式　
　　　　526,992
第１種優先株式
　　　　 65,000

─

普通株式　
　　　　527,071
第１種優先株式
　　　　 65,000

─

(注)　当期間における保有自己株式には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、事業展開における収益の見通しや財務体質の強化等を総合的に考慮しながら、適正な内部留

保との調和をはかりつつ株主の皆様に安定的な利益を還元することを、配当政策の基本方針としてお

ります。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰

余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。な

お、当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日の株主名簿に記載又は記録された株主若しくは登録

株式質権者に対し、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

　内部留保資金につきましては、フリーキャッシュフローの増大を目指して自己資本の充実を図るとと

もに、企業体質の強化ならびに新規出店等の効果的な投資に役立てていく方針であります。

　この基本方針により、当期の利益配当金につきましては、財務体質の強化等を総合的に考慮し、見送り

とさせていただきました。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円) 180 377 439 285 124

最低(円) 126 140 118 80 29

(注)　株価は普通株式であり、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるもの、平成16年12月13日以降はジャス

ダック証券取引所におけるものであります。なお、第１種優先株式、第２種優先株式については非上場であるた

め、該当事項はありません。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
10月

11月 12月
平成21年
１月

２月 ３月

最高(円) 79 56 50 47 47 40

最低(円) 43 39 38 40 36 29

(注)　株価は普通株式であり、ジャスダック証券取引所におけるものであります。なお、第１種優先株式、第２種優先株式

については非上場であるため、該当事項はありません。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

取締役社長

代表取締役

― 矢　田　　猛 昭和39年８月24日生

昭和62年４月 神戸信用金庫 入庫

注２
普通株式

1

平成元年７月 オリックス・クレジット株式会社 入社

平成７年１月 カルチュア・コンビニエンス・クラブ

株式会社 入社

平成16年３月 株式会社ＴＳＵＴＡＹＡ

平成16年５月 同社 執行役員就任

平成17年５月 同社 執行役員 兼 運営本部副本部長

平成19年６月 当社 取締役就任

平成20年２月 当社 代表取締役社長就任（現任）

取　締　役 ― 村田　健一郎 昭和30年１月23日生

昭和54年４月 株式会社日本興業銀行 入行

注２ ―

平成５年10月 同行 営業第５部副参事役

平成７年12月 同行 営業第８部副参事役

平成８年７月 株式会社そごう海外事業本部

海外事業企画室 部長（出向）

平成13年３月 同行 国際融資副部長

平成14年４月 株式会社みずほコーポレート銀行

国際営業部次長 兼 企業第５部参事役

平成16年４月 第一化成株式会社取締役常務執行役員

平成18年７月 株式会社ＴＳＵＴＡＹＡ 入社

平成18年７月 当社出向 執行役員 財務部部長

平成18年10月 執行役員財務グループ 

グループリーダー（現任）

平成19年６月 当社 取締役就任（現任）

取　締　役 ― 植　松　静　雄 昭和30年１月１日生

昭和54年４月 当社 入社

注２
普通株式

２

昭和59年３月 当社 ミュージックイン藤枝店 店長

平成３年３月 当社 ミュージックイン沼津バイパス店

平成５年９月 当社 ソフト営業部関東第１ブロック　

　　 ブロック長

平成14年12月 当社 エレクトロニクス営業部部長

平成15年７月 当社 営業部 部長

平成17年５月 当社 営業企画部 部長

平成18年６月 当社 執行役員

平成18年10月 当社 営業グループ グループリーダー

　　 （現任）

平成20年６月 当社　取締役 就任 (現任)

取　締　役 ― 宮　谷　穣　士 昭和50年10月７日生

平成10年４月 株式会社レントラックジャパン　入社

注２ ―

平成12年４月 同社 営業部 チームリーダー

平成14年４月 同社 経営企画室

平成15年11月 同社 ロジスティックスグループ

　　 チームリーダー

平成17年４月 同社　人事総務グループ

　　　グループリーダー

平成19年４月 同社　執行役員　管理本部副本部長

兼　　株式会社ＴＳＵＴＡＹＡ

　　　人事グループサブチームリーダー

平成20年４月 同社　執行役員 管理本部長

平成21年４月 当社出向 社長補佐

平成21年６月 当社　取締役 就任 (現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

取　締　役 ― 高　橋　　聡 昭和47年４月３日生

平成７年４月 カルチュア・コンビニエンス・クラブ

株式会社　入社

注２ ―

平成13年４月 同社 ロジスティックスグループ

　　 チームリーダー

兼 　商品本部映像グループ

　　 チームリーダー

平成14年10月 同社 商品本部映像企画グループ

　　 サブグループリーダー

平成20年４月 株式会社ＴＳＵＴＡＹＡ ＦＣ事業本部

　　　商品本部セル企画グループ

　　　サブグループリーダー

平成21年４月 株式会社ＣＣＣ

　　　ＶＩＣＥ　ＰＲＥＳＩＤＥＮＴ

　　  ＦＣ価値企画機能

      セルＵＮＩＴＬＥＡＤＥＲ(現任)

平成21年６月 当社 取締役就任（現任）

監　査　役 ― 鈴　木　貞　一 昭和25年１月８日生

昭和47年３月 当社 入社

注３
普通株式

５

昭和57年９月 当社 新静岡センター店 店長

平成元年３月 当社 沼津店店長

平成元年12月 当社 ミュージックイン大仁店 店長

平成４年10月 当社 ミュージックイン御殿場店

ソフト館 店長 兼 統括店長

平成５年９月 当社 ソフト営業部静岡ブロック

ブロック長

平成９年６月 当社 メディア・ナウ三島店 統括店長

平成15年７月 当社 メディア・ナウ三島店 店長

平成18年６月 当社 監査役就任（現任）

監　査　役 ― 古　知　弘　行 昭和22年８月29日生

昭和45年４月 株式会社静岡銀行入行

注３ ―

昭和62年６月 同行 清水北支店開設準備室

開設準備委員長

昭和62年９月 同行 清水北支店長

平成２年６月 同行 沼津支店　副支店長

平成４年７月 同行 新宿支店長

平成６年４月 同行 業務企画部長

平成７年６月 同行 清水支店長

平成９年６月 同行 取締役清水支店長

平成11年６月 同行 常務取締役

平成13年６月 同行 取締役常務執行役員

平成17年６月 財団法人静岡経済研究所 理事長

（現任）

平成19年６月 当社 監査役就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

監　査　役 ― 味　村　隆　司 昭和33年11月10日生

昭和58年４月 日本ガイシ株式会社 入社

注３ ―

平成４年11月 日本ＡＴ＆Ｔ株式会社 入社

平成８年７月 カルチュア・コンビニエンス・クラブ

株式会社　入社

平成11年３月 同社 退社

平成11年４月 株式会社ディレク・ティービー 入社

平成13年10月 パシフィック・センチュリー・

サイバーワークスジャパン　入社

平成14年８月 カルチュア・コンビニエンス・クラブ

株式会社 入社

　 法務グループグループリーダー

平成15年10月 同社 法務グループ執行役員

グループリーダー

平成18年３月 同社 管理本部 法務担当オフィサー

平成18年３月 株式会社ＴＳＵＴＡＹＡ 管理本部

法務グループグループリーダー（現任）

平成18年６月 当社 監査役就任（現任）

計 ８

　　 (注) １．監査役古知弘行、味村隆司の各氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。

２．取締役の任期は、平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

３．監査役の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。なお、古知弘行氏の任期は、定款の定めに従い、退任した監査役の任期の満了すべき時ま

でとなるため、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４．株式会社ＴＳＵＴＡＹＡは、平成21年４月１日をもって、「株式会社ＣＣＣ」に商号変更しております。

５．当社では、経営監督機能と業務執行機能を分離し、取締役会の意思決定の迅速化と業務執行の効率化をはかる

ため、執行役員制度を導入しております。執行役員は下記の２名であります。

　　　　執行役員経営企画室室長　　　　　　　　　　大石義昭

　　　　執行役員総務人事グループグループリーダー　牧野　隆
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、経営の効率性、透明性を向上させ、企業価値を高めることをコーポレート・ガバナンスの基本

的な方針・目的としております。そのために、経営者と業務執行者の役割分担やそれぞれの責任と権限を

明確にし、意思決定や業務執行のスピードアップをはかり、各種戦略を全社最適の視点に立って有効に機

能し、かつバランスの取れた組織体制となるよう整備を進めております。

　

　①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

ａ．会社の機関の内容

　当社は監査役制度を採用しており、取締役会と監査役会により、業務執行の監督及び監視を行ってお

り、現体制のもとでその機能を果たしていると判断しております。取締役会は平成21年６月26日現在取

締役５名で構成され、月一回の開催に加え、経営判断に係る重要事項が発生した場合には、臨時取締役

会を適宜開催しております。さらに、経営監視の機能を強化するため、常勤監査役１名・非常勤監査役

２名（うち社外監査役２名）（平成21年６月26日現在）の構成からなる監査役会を置き、取締役会や

重要な会議には随時出席し、法的統制が働く仕組みを構築しております。そのため社外取締役は選任し

ておりません。

　

ｂ．内部統制システム及びリスク管理体制の整備・運用状況

　当社はコーポレート・ガバナンス、内部統制及びコンプライアンス対応強化のための牽制組織の整備

をはかっております。その内容、管理組織図につきましては模式図に記載のとおりであります。

　これら内部管理体制・牽制組織に係る業務運営の前提となる社内規程については、関係法令の改正へ

の対応や内部管理体制の向上を目的として、随時関係規程の整備を実施しております。

　なお、内部統制システムの構築に関する基本方針については、平成18年5月1日付け開催の取締役会に

おいて、会社法362条第４項第６号に規定する「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するために

必要なものとして法務省令で定める体制」（内部統制システム）の整備について決議しております。

本件決議内容につきましては、内容を適宜見直したうえで修正決議を行っており、今後は会社法施行規

則第100条（業務の適正を確保するための体制）に規定される、より適正な体制の整備を推進してまい

ります。

　

ｃ．監査役監査、内部監査、会計監査に関する状況

内部監査については代表取締役社長直轄の監査室（平成21年６月26日現在、常勤１名）が内部監査

規程に則り、監査役監査については監査役会（平成21年６月26日現在、常勤１名、非常勤２名（うち社

外監査役２名））が監査役会規程に則り、それぞれ監視・監査機能を果たしております。

　常勤監査役と監査室は月例で会合を持つことに加え、監査役会に監査室長が適時出席し、報告・意見

交換するなど、相互連携体制を構築しております。

　また、常勤監査役、監査室、会計監査人との間では、定期的に情報および意見交換や監査結果の報告を

受けるなど緊密な連携をとっております。

　会計監査については、会計監査人である三優監査法人に依頼し、会社法・金融商品取引法等の法令に

則った監査を受けております。

EDINET提出書類

株式会社すみや(E03195)

有価証券報告書

30/77



　（業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名）

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数

川野　佳範（注１） 三優監査法人 １年

鳥居　　陽（注１） 三優監査法人 １年

岩田　亘人（注１） 三優監査法人 １年

（注）１．監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、その他５名であります。

　

ｄ．社外取締役及び社外監査役との関係

社外監査役との特別な利害関係はありません。また、社外取締役は選任しておりません。

　

　②役員報酬の内容

取締役　６名　20,263千円（うち非常勤取締役３名　　 ─　千円）

　監査役　４名　 9,810千円（うち社外監査役　３名　　2,490千円）

　
　

　③会社情報の適時開示

当社は、タイムリーディスクロージャーを重要課題としてとらえ、経営の透明性・健全性を確保・維

持してまいります。そのために「ディスクロージャーポリシー（ＩＲ活動方針）」を策定・公開し、

「正確」な情報を「迅速」「公平」に発信することを重視して情報開示に努めております。

　また、情報開示の重要な媒体になりつつあるホームページを改良・充実し、決算発表や重要事実の開

示はもとより、報道機関へのプレスリリースなど発生事実についても、ディスクロージャーポリシーに

即して掲載する体制の整備に努めております。株主様向けの年２回発行しております株主通信につい

ても、見やすく分かり易い内容になるよう毎期改善をはかっております。 

　

　④取締役の定数に関する定め

ａ．取締役の定数

当社の取締役は９名以内とする旨を定款で定めております。

ｂ．取締役の選任及び解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数の決議によって選任する旨、また、累積投票によらないもの

とする旨を定款で定めております。

　

　⑤株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

ａ．自己の株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対して財務政策等経営諸施策を機動的に遂行

することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役の決議によって市場取引等

により自己の株式を取得することができる旨、定款で定めております。
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ｂ．剰余金の配当（中間配当）

当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを可能とするため、取締役会の決議により、毎年９月

30日の株主名簿に記載又は記録された株主若しくは登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項に定

める剰余金の配当（中間配当）を行うことが出来る旨、定款で定めております。

　

　⑥責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役、社外監査役及び会計監査人との間で、会社法第

423条第１項に基づく損害賠償責任について、職務を行うにつき善意かつ重過失がないときは、損害賠

償責任を法令が規定する額を限度額とする契約を締結できる旨、定款で定めており、現時点では社外監

査役とこれを締結しております。

　また、取締役、監査役、会計監査人が、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるように

するため、会社法第426条第１項の規定により、職務を行うにつき善意かつ重過失がないときは、損害賠

償責任を法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨、定款に定めておりま

す。

　

　⑦株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議要件について、議決権を行使することができ

る株主の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う

ことができる旨を定款で定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和すること

により、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　

　⑧種類株式発行における記載事項

当社は、適切な資本政策・財務政策の実行を可能とするため、第一回第１種優先株式及び第一回第２

種優先株式を発行しております。 

　これら優先株式は、定款において、剰余金の配当について普通株式に優先すること、並びに普通株式を

対価とする取得請求権が付されていること等の株式の内容との関係から、株主総会において議決権を

有しない旨定めております。また、単元株式数は、株主及び当社の合意により各々200株としておりま

す。 
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（資料・コーポレート・ガバナンス、内部統制及びコンプライアンス対応のための組織体制）

　

　

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

─ ─ 16,500 ─

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社は監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針を明確に定めてはおりませんが、監査日数・

監査内容に応じた適切な報酬となるよう、監査公認会計士等と協議のうえ、決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度(平成19年４月１日から平成20年

３月31日まで)及び当事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)の財務諸表について、三優監

査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 646,038 585,565

売掛金 203,468 141,130

商品 2,999,964 2,473,189

貯蔵品 464 561

前渡金 13,549 3,421

前払費用 109,075 87,668

未収入金 － 111,948

未収消費税等 5,545 18,663

預け金 78,510 49,329

その他 33,997 20,256

流動資産合計 4,090,614 3,491,735

固定資産

有形固定資産

建物 1,586,880 1,217,417

減価償却累計額 △1,292,377 △1,022,324

建物（純額） 294,502 195,092

構築物 490,641 392,741

減価償却累計額 △407,112 △337,262

構築物（純額） 83,529 55,479

工具、器具及び備品 799,060 620,789

減価償却累計額 △659,561 △450,797

工具、器具及び備品（純額） 139,499 169,991

土地 385,307 109,337

リース資産 － 27,916

減価償却累計額 － △16,443

リース資産（純額） － 11,472

有形固定資産合計 902,839 541,374

無形固定資産

のれん 15,073 14,711

ソフトウエア 12,152 15,304

電話加入権 22,793 22,188

その他 534 417

無形固定資産合計 50,554 52,621

投資その他の資産

投資有価証券 2,031 1,864

出資金 10,103 15,028

従業員に対する長期貸付金 1,576 4,086

長期前払費用 34,377 15,732

敷金及び保証金 1,758,558 1,337,849

賃貸不動産 438,498 383,558

減価償却累計額 △238,007 △194,269

賃貸不動産（純額） 200,491 189,289

その他 20,531 54,000

投資その他の資産合計 2,027,669 1,617,851

固定資産合計 2,981,063 2,211,847

資産合計 7,071,678 5,703,582
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 4,415 －

買掛金 758,195 636,918

短期借入金 ※1
 3,500,000

※1
 3,400,000

リース債務 － 11,075

未払金 111,579 280,938

未払費用 164,832 66,136

未払法人税等 38,711 24,840

前受金 6 120

預り金 54,828 15,454

前受収益 25,779 25,317

賞与引当金 31,137 7,174

ポイント引当金 5,029 －

店舗閉鎖損失引当金 570,922 196,056

その他 18,072 2,147

流動負債合計 5,283,509 4,666,180

固定負債

関係会社長期借入金 2,000,000 －

リース債務 － 8,715

長期未払金 － 227,035

退職給付引当金 621,457 169,140

役員退職慰労引当金 4,812 1,316

店舗転貸損失引当金 14,123 16,595

長期預り保証金 155,329 142,898

その他 11,778 －

固定負債合計 2,807,500 565,702

負債合計 8,091,010 5,231,882

純資産の部

株主資本

資本金 747,500 1,747,500

資本剰余金

資本準備金 747,500 1,747,500

資本剰余金合計 747,500 1,747,500

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △2,485,360 △2,994,075

利益剰余金合計 △2,485,360 △2,994,075

自己株式 △28,971 △29,223

株主資本合計 △1,019,331 471,700

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 － －

評価・換算差額等合計 － －

純資産合計 △1,019,331 471,700

負債純資産合計 7,071,678 5,703,582
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

売上高 15,077,069 11,035,876

売上原価

商品期首たな卸高 3,801,157 2,999,964

当期商品仕入高 10,648,997 7,793,577

合計 14,450,154 10,793,542

他勘定振替高 ※1
 252,014

※1
 154,401

商品期末たな卸高 2,999,964 2,473,189

売上原価合計 11,198,175 8,165,950

売上総利益 ※2
 3,878,893

※2
 2,869,925

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 140,477 103,135

運賃及び荷造費 63,611 53,968

支払手数料 286,739 163,778

ポイント引当金繰入額 89,139 －

役員報酬 49,709 33,572

従業員給料 1,643,297 1,228,714

賞与 26,573 9,939

賞与引当金繰入額 31,137 7,174

退職給付費用 83,571 59,329

役員退職慰労引当金繰入額 2,920 254

福利厚生費 188,048 11,863

地代家賃 901,951 693,523

リース料 46,240 10,134

光熱費 172,522 152,887

減価償却費 118,803 124,751

その他 518,053 810,406

販売費及び一般管理費合計 4,362,797 3,463,435

営業損失（△） △483,903 △593,509

営業外収益

受取利息 1,847 977

受取配当金 88 34

受取賃貸料 118,119 175,319

受取手数料 98,709 69,238

雑収入 11,906 9,401

営業外収益合計 230,672 254,971

営業外費用

支払利息 68,943 40,129

賃貸収入原価 113,166 163,325

株式交付費 － 8,232

雑損失 5,570 6,753

営業外費用合計 187,681 218,441

経常損失（△） △440,912 △556,979
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

特別利益

店舗閉鎖損失引当金戻入額 － 77,565

受取補償金 － 100,000

固定資産売却益 ※3
 －

※3
 73,358

役員退職慰労引当金戻入額 － 3,749

店舗売却益 30,205 －

その他 4,984 －

特別利益合計 35,190 254,673

特別損失

退職給付制度改定損 － 104,602

減損損失 ※5
 33,314

※5
 63,072

固定資産除却損 ※4
 4,383

※4
 9,796

店舗閉鎖損失引当金繰入額 502,022 －

店舗閉鎖損失 131,325 －

特別退職金 79,851 －

その他 16,648 8,937

特別損失合計 767,545 186,409

税引前当期純損失（△） △1,173,267 △488,714

法人税、住民税及び事業税 28,020 20,000

法人税等調整額 △2,852 －

法人税等合計 25,167 20,000

当期純損失（△） △1,198,435 △508,714
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 747,500 747,500

当期変動額

新株の発行 － 1,000,000

当期変動額合計 － 1,000,000

当期末残高 747,500 1,747,500

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 747,500 747,500

当期変動額

新株の発行 － 1,000,000

当期変動額合計 － 1,000,000

当期末残高 747,500 1,747,500

資本剰余金合計

前期末残高 747,500 747,500

当期変動額

新株の発行 － 1,000,000

当期変動額合計 － 1,000,000

当期末残高 747,500 1,747,500

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △1,286,925 △2,485,360

当期変動額

当期純損失（△） △1,198,435 △508,714

当期変動額合計 △1,198,435 △508,714

当期末残高 △2,485,360 △2,994,075

利益剰余金合計

前期末残高 △1,286,925 △2,485,360

当期変動額

当期純損失（△） △1,198,435 △508,714

当期変動額合計 △1,198,435 △508,714

当期末残高 △2,485,360 △2,994,075

自己株式

前期末残高 △28,005 △28,971

当期変動額

自己株式の取得 △965 △252

当期変動額合計 △965 △252

当期末残高 △28,971 △29,223

株主資本合計

前期末残高 180,069 △1,019,331

当期変動額

新株の発行 2,000,000

当期純損失（△） △1,198,435 △508,714

自己株式の取得 △965 △252

当期変動額合計 △1,199,400 1,491,032

当期末残高 △1,019,331 471,700
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △54 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

54 －

当期変動額合計 54 －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計

前期末残高 △54 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

54 －

当期変動額合計 54 －

当期末残高 － －

純資産合計

前期末残高 180,015 △1,019,331

当期変動額

新株の発行 － 2,000,000

当期純損失（△） △1,198,435 △508,714

自己株式の取得 △965 △252

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 54 －

当期変動額合計 △1,199,346 1,491,032

当期末残高 △1,019,331 471,700
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △1,173,267 △488,714

減価償却費 130,722 135,953

減損損失 33,314 63,072

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 323,092 △281,105

店舗転貸損失引当金の増減額（△は減少） 14,123 4,872

退職給付引当金の増減額（△は減少） △12,633 △452,316

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 670 △3,495

貸倒引当金の増減額（△は減少） △458 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △21,642 △23,962

ポイント引当金の増減額（△は減少） △188,906 △5,029

固定資産売却損益（△は益） － △73,358

店舗売却損益 △30,205 －

固定資産除却損 4,383 7,200

受取利息及び受取配当金 △1,935 △1,012

投資有価証券評価損益（△は益） 150 46

支払利息 68,943 40,129

株式交付費 － 8,232

売上債権の増減額（△は増加） 22,481 91,518

たな卸資産の増減額（△は増加） 774,387 526,678

仕入債務の増減額（△は減少） △299,256 △115,564

長期未払金の増減額（△は減少） － 227,035

その他 60,151 △70,664

小計 △295,886 △410,483

利息及び配当金の受取額 3,766 1,012

利息の支払額 △72,943 △39,907

法人税等の支払額 △31,185 △28,006

営業活動によるキャッシュ・フロー △396,249 △477,386

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △117,467 △125,260

有形固定資産の売却による収入 － 349,328

投資有価証券の売却による収入 － 120

敷金及び保証金の差入による支出 △19,403 △16,244

敷金及び保証金の回収による収入 471,759 369,553

無形固定資産の取得による支出 △6,095 △14,853

預り保証金の受入による収入 25,000 25,200

預り保証金の返還による支出 － △37,630

店舗売却による収入 57,575 －

その他 21,649 12,634

投資活動によるキャッシュ・フロー 433,019 562,848
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 － 1,991,767

短期借入金の増減額（△は減少） △900,000 △100,000

長期借入れによる収入 2,000,000 －

長期借入金の返済による支出 △1,000,000 △2,000,000

自己株式の取得による支出 △965 △252

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △37,449

財務活動によるキャッシュ・フロー 99,034 △145,934

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 135,804 △60,473

現金及び現金同等物の期首残高 510,233 646,038

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 646,038

※1
 585,565
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　当社は、有利子負債の削減等、財務体質改善策を推進し

ておりますが、過去の大幅な損失の計上により、前事業年

度まで株主資本が大幅に毀損しております。さらに当期

においては、今後の成長路線への転換に向けて不採算店

の閉店のための閉店損失引当金の計上等を行い、これに

より11億98百万円の当期純損失を計上したため、債務超

過の状態にあります。当該状況により継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在しております。

　当社は、このような状況を改善するため、収益力強化の

ための営業施策を見直すと共に、親会社である株式会社

ＴＳＵＴＡＹＡ（以下、ＴＳＵＴＡＹＡという）との商

物流・情報システム・人材にいたる様々なノウハウの連

携強化、債務超過解消のための資本の増強、本社・本部部

門のスリム化による固定費の削減などの構造改革をこれ

まで以上に実施することが急務であると判断し、平成20

年２月に中期経営計画を策定いたしました。

　今後は、この「中期経営計画」に則り、「東海エリアの

エンタテインメントストア　Ｎｏ.１企業を目指す！」及

び「構造改革の推進により収益力を改善し早期の黒字化

を実現する！」という２つの方針を掲げ、収益力の向上

に努めてまいります。

　この方針に基づく主要施策として、「本社・本部コスト

の削減」「店舗収益の改善」に取り組んでまいります。

　「本社・本部コストの削減」につきましては、親会社で

あるＴＳＵＴＡＹＡのインフラを最大限に活用すること

で本社・本部コストを削減し、さらに当社の持つＡＶソ

フト販売事業のノウハウの最大化を目指してまいりま

す。

　具体的には、ＡＶソフト販売のマーチャンダイジング部

門をＴＳＵＴＡＹＡと統合し、当社のノウハウをグルー

プ内で共有化・活用する取組みに着手いたします。これ

とあわせて、現在独自に行っているＡＶソフトの商物流

を統合し、グループ内での商品在庫の転用による在庫効

率の向上を図ると共に、商品仕入に係わる業務の効率化

・条件の改善、自社物流倉庫の廃止など、商物流にかかる

トータルコストダウンを推進いたします。

　また、販売管理システム、会計システムについても、ＴＳ

ＵＴＡＹＡと開発・統合し、重複した資産・コストの発

生を抑制いたします。一連の連携・統合により、本社・本

部部門の体制をスリム化し、間接コストを削減してまい

ります。

　「店舗収益の改善」につきましては、ＡＶソフト販売事

業とレンタル事業を軸に、既存店舗の収益力改善を目指

してまいります。

　ＡＶソフト販売事業につきましては、長年培ってきたノ

ウハウによる、定番商品を中心とした品揃えの拡充や、顧

客層に応じた販促企画の実施など、専門性強化のための

各種施策をＴＳＵＴＡＹＡとの統合により強化を図る

マーチャンダイジング部門を中心に、さらに強力に推進

してまいります。

レンタル事業につきましては、これまで導入を行った店

舗では、オペレーションの改善による売上と売上総利益

率の向上を目指します。また、既存店舗への導入もさらに

推進いたします。

───────
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前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　この他、既存アイテムの底上げによる収益改善も並行し

て実施すると共に、コミックレンタルなど新たな収益化

アイテムの導入も行い、店舗のエンタテインメント性を

高め、お客様満足度の向上を図ると共に、利益率の高い店

舗の構築を推進してまいります。

　店舗展開につきましては、静岡県を中心とした東海エリ

アへの経営資源の集中と不採算店舗の撤退を引き続き実

施いたします。

　上記の２施策に加え、「人事制度改革」と「財務政策」

を推進してまいります。

　「人事制度改革」につきましては、社員の取り組み意欲

向上を目的として、評価制度及び報酬体系を中心に見直

しを行い、目標達成に向けた具体的な行動やそいの成果

を重視する制度への移行を実施する予定であります。あ

わせて、適格退職年金から確定拠出年金への移行を計画

するとともに、出向による相互の人材交流など、各種人事

政策を積極的に推進してまいります。

　「財務政策」につきましては、毀損した資本勘定を改善

すべく、財務・資本政策の立て直しを図ってまいります。

純資産については、平成20年２月14日に公表いたしまし

た「第三者割当による新株式（優先株式）発行に関する

お知らせ」に記載のとおり、ＴＳＵＴＡＹＡが引受先と

なる優先株式の発行による20億円の増資を実施し、全額

同社からの借入金返済に充当する予定であり、これによ

り債務超過の解消と自己資本の充実を図ります。この他、

商品在庫高の圧縮や支払い条件の改善などにより借入金

の削減を行い、金利費用の大幅削減・財務体質の改善も

推進いたします。

　以上により、継続企業の前提に関する重要な疑義は存在

するものの、上記計画の実行は着実に進んでおり、従っ

て、財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。

 

───────
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

 

(1) その他有価証券

 時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法。

（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法

により算定。）

(1) その他有価証券

 時価のあるもの

同左

　  時価のないもの

移動平均法による原価法。

 時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品(ＡＶ(音響)機器、情報・通信

機器)

売価還元法による低価法。

(1) 商品

 

売価還元法による原価法。

（貸借対照表評価額については収
益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法。）

　 （会計方針の変更）

　従来ＡＶ（音響）機器、情報・通

信機器については先入先出法によ

る低価法を採用しておりましたが、

当事業年度より売価還元法による

低価法に変更しております。

　これは、親会社である株式会社Ｔ

ＳＵＴＡＹＡと同一のＰＯＳシス

テムを導入したことによりたな卸

資産の評価基準を統一したためで

あります。

　なお、この変更に伴う影響額は軽

微であります。

　

　 (2) 商品(音楽映像ソフト、書籍、小物

及び付属品)

売価還元法による低価法。

───────

　 (3) 貯蔵品

最終仕入原価法。

(2) 貯蔵品

　同左

　 　 （会計方針の変更）

　当事業年度より、「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号　平成18年７月５日公表

分）を適用しております。

　これにより、従来売価還元法によ

る低価法で評価していた商品につ

いて、売価還元法による原価法（貸

借対照表評価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方

法）に変更しております。

　なお、この変更に伴う損益への影

響はありません。
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項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産及び賃貸不動産

定率法。ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附属設備

は除く)については、定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物 ３～47年

器具及び備品 ３～15年

また、取得価額が10万円以上20万円

未満の減価償却資産については、３

年間で均等償却。

(1) 有形固定資産及び賃貸不動産

　（リース資産を除く）

定率法。ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附属設備

は除く)については、定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物 ３～34年

器具及び備品 ３～15年

また、取得価額が10万円以上20万円

未満の減価償却資産については、３

年間で均等償却。

なお、平成19年３月31日以前に取得

したものについては、償却可能限度

額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によって

おります。

　 （会計方針の変更）

　法人税法の改正（（所得税法等の

一部を改正する法律　平成19年３月

30日　法律第６号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政令　平成

19年３月30日　政令第83号））に伴

い、当事業年度から、平成19年４月１

日以降に取得したものについては、

改正後の法人税法に基づく方法に変

更しております。

　なお、この変更に伴う影響額は軽微

であります。

（追加情報）

　当事業年度から、平成19年３月31日

以前に取得したものについては、償

却可能限度額まで償却が終了した翌

年から５年間で均等償却する方法に

よっております。

　なお、この変更に伴う影響額は軽微

であります。

　

　 (2) 無形固定資産

定額法。

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法。

(2) 無形固定資産

　（リース資産を除く）

同左

　
───────

　

(3)リース資産

　所有権移転外ファイナンスリース

取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法によってお

ります。

　 (3) 長期前払費用

均等償却。

(4) 長期前払費用

同左
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項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

４　繰延資産の処理方法 　 (1) 株式交付費

支出時に費用処理しております。

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、将来の支給見込額

のうち当期の負担額を計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

同左

　 (3) ポイント引当金

販売促進を目的として、会員へ付与

したポイントの将来の使用に備え

るため、発生見積額を計上しており

ます。

(3) ポイント引当金

─

　 (4) 店舗閉鎖損失引当金

閉店を決定した店舗の閉店に伴い

発生する損失に備えるため、中途解

約違約金及び原状復帰工事費用等

の閉店関連損失見込額を計上して

おります。

(4) 店舗閉鎖損失引当金

同左

　 (5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

会計基準変更時差異については、15

年による均等額を費用処理してお

ります。

数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(５年)

による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしております。

(5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しておりま

す。

会計基準変更時差異については、15

年による均等額を費用処理してお

ります。

　 　 （追加情報）

　確定拠出年金法の施行に伴い、平成

20年11月より、従来の適格年金制度

を廃止し、確定拠出年金制度へ移行

し、「退職給付制度間の移行等に関

する会計処理」（企業会計基準適用

指針第１号　平成14年１月31日）を

適用しております。

　この移行に伴い、特別損失115百万

円を計上しております。
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項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 (6) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金内規に基づく期

末要支給額を計上しております。

(6) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金内規に基づく期

末要支給額を計上しております。

　 　 （追加情報）

　役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金内規に基づく

期末要支給額を計上しておりました

が、平成20年５月14日の取締役会に

おいて、役員退職慰労金制度の廃止

を決議いたしました。これに伴い、制

度廃止日以降の役員退職慰労金の繰

入を中止するとともに、従来の慰労

金相当額につきましては、平成20年

６月27日開催の第45回定時株主総会

で打ち切り支給が決議された役員退

職慰労金を除き、全額を当事業年度

において取り崩し、3,749千円を特別

利益として計上しております。

　

(7) 店舗転貸損失引当金

店舗転貸契約の残存期間に発生す

る損失に備えるため、支払義務のあ

る賃料等総額から転貸による見込

賃料収入総額控除した金額を計上

しております。
（追加情報）

転貸物件が増加し重要性が増して

きたことから、当事業年度より転貸

損失引当金繰入額を特別損失の

「その他」に14,123千円計上して

おります。

(7) 店舗転貸損失引当金

店舗転貸契約の残存期間に発生す

る損失に備えるため、支払義務のあ

る賃料等総額から転貸による見込

賃料収入総額控除した金額を計上

しております。

６　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

　

───────

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資か

らなります。

同左

８　その他の財務諸表作成の

ための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理
同左
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【会計処理の変更】

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

──────────

　

(リース取引に関する会計基準等)

  「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委

員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企

業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成６年１月18

日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針

第16号）を適用し、所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理に変更し、リース資産として計上しております。

　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐

用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっており

ます。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、期首に前

事業年度末における未経過リース料残高又は未経過

リース料期末残高相当額（利息相当額控除後）を取得

価額として取得したものとしてリース資産に計上する

方法によっております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べ、当事業年度

のリース資産が有形固定資産に11,472千円計上され、営

業損失は953千円減少しております。

 

──────────

（退職給付引当金）

  当社の退職金制度は、従来、確定給付型の適格年金と

退職一時金の制度でありましたが、平成20年11月より適

格年金を廃止し、確定拠出年金と退職一時金の制度に変

更いたしました。これに伴い、退職給付債務の重要性が

低くなること及びここ数年で従業員数が著しく減少し

ており、今後も大幅に増加することは見込まれないこと

から、第３四半期会計期間より、退職給付債務の計算に

ついて、従来の原則法から簡便法に変更しております。 

　この変更に伴い、従来の方法と比較して当期純損失は

10百万円減少しております。

　また、当事業年度における退職金制度の変更を契機に、

従業員数が減少したことを鑑みて、第３四半期会計期間

より変更を行ったため、第２四半期累計期間は従来の方

法によっております。

　なお、第２四半期累計期間を簡便法で計算した場合と

比較すると、営業損失、経常損失、当期純損失は54百万円

増加しております。
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【表示方法の変更】

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

──────────
　

（貸借対照表）

　前事業年度において流動資産の「その他」に含めて表

示しておりました「未収入金」（前事業年度22,505千

円）は、総資産額の1/100を超えたため、当事業年度にお

いて区分掲記することといたしました。

 

（損益計算書）

　前事業年度まで区分掲記しておりました「役員退職給

与引当金戻入額」（当期末残高2,250千円）は、特別利

益の100分の10以下となったため、当事業年度から特別

利益の「その他」に含めて表示することに変更しまし

た。

　

──────────

──────────

（キャッシュ・フロー計算書）

　前事業年度において営業キャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しておりました「長期未払金の増減

額」（前事業年度△616千円）は金額的重要性が増した

ため、区分掲記することといたしました。

 

　

　

【追加情報】

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

（第三者割当による新株式発行に関して）

　平成20年２月14日開催の取締役会において、下記のと

おり第三者割当による新株式（第２種優先株式）発行

に関して決議いたしました。

──────────

(1)発行株式の種類・銘柄
　　　株式会社すみや第一回第２種優先株式
(2)発行可能種類株式総数
　　　1,000,000株
(3)発行株式数
　　　1,000,000株
(4)発行価格
　　　１株につき　2,000円
(5)発行価額の総額
　　　2,000,000,000円
(6)資本組入額
　　　１株につき　1,000円

　

(7)資本組入額の総額
　　　1,000,000,000円
(8)発行方法
　　　株式会社ＴＳＵＴＡＹＡに全株を割り当てる
　　　方法により発行する
(9)申込期日
　　　平成20年７月14日
(10)払込期日
　　　平成20年７月14日
(11)新株交付日
　　　平成20年７月14日
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

※１ 関係会社に対する債権・債務

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

短期借入金 600,000千円

※１ 関係会社に対する債権・債務

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

短期借入金 400,000千円
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 5,797千円

閉店損失 55,005千円

店舗売却益への振替 27,369千円

閉店損失引当金の取崩額 163,842千円

計 252,014千円

閉店損失への振替は、閉店店舗の商品譲渡損失相
当分であります。
店舗売却益への振替は、収入金額を相殺のうえ表
示しております。

※１　他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 4,249千円

店舗閉鎖損失引当金の
取崩額

150,152千円

計 154,401千円

 

※２　

──────────

※２　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ　後

の金額であり、洗替えによる純戻入額174,356千

円が売上原価に含まれております。

 

※３　

──────────

 

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

建物 64,000千円

土地 20,733千円

売却費用等 △11,375千円

計 73,358千円

 

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 1,598千円

構築物 512千円

器具及び備品 488千円

電話加入権 1,783千円

計 4,383千円

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 2,083千円

工具、器具及び備品 5,117千円

解体撤去工事 2,596千円

計 9,796千円

※５　減損損失

当社は、以下の資産グループについて減損損失を
計上いたしました。

用 途 営業店舗

種 類
土地、建物、構築物、器具備
品、リース資産、ソフトウェ
ア、電話加入権

場 所
東海・関東地区の
　営業店舗 ８店舗

金 額 33,314千円

　当社は、キャッシュ・フローの最小組成単位と
しての店舗を1単位の資産グループとして捉えて
おります。連続して営業損失を計上した店舗の帳
簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を
減損損失(33,314千円)として特別損失に計上い
たしました。
　減損損失の内訳は,土地6,377千円、建物　5,509
千円、構築物12,131千円、器具備品4,635　千円、
リース資産2,204千円、ソフトウェア2,359千円、
電話加入権96千円であります。
　なお、当店舗の回収可能価額は、不動産鑑定評価
額等に基づき算定した正味売却価額または使用
価値のいずれか多額の方により測定しており、将
来キャッシュ・フローを5％で割り引いて算定し
ております。
　

※５　減損損失

当社は、以下の資産グループについて減損損失を
計上いたしました。

用 途 営業店舗

種 類
建物、構築物、器具備品、
リース資産、電話加入権、長
期前払費用

場 所
東海・関東地区の
　営業店舗 ８店舗

金 額 63,072千円

　当社は、キャッシュ・フローの最小組成単位と
しての店舗を1単位の資産グループとして捉えて
おります。連続して営業損失を計上した店舗の帳
簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を
減損損失(63,072千円)として特別損失に計上い
たしました。
　減損損失の内訳は、建物24,715千円、構築物
8,849千円、工具、器具備品22,909千円、リース資
産2,701千円、電話加入権605千円、長期前払費用
3,291千円であります。
　なお、当店舗の回収可能価額は、不動産鑑定評価
額等に基づき算定した正味売却価額または使用
価値のいずれか多額の方により測定しており、将
来キャッシュ・フローを5％で割り引いて算定し
ております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 16,841,074 ─ ─ 16,841,074

第１種優先株式(株) 1,000,000 ─ ─ 1,000,000
　

変動はありません。

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 842,901 5,541 325,000 523,442

第１種優先株式(株) ─ 65,000 ─ 65,000
　

(変動事由の概要) 

普通株式増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　5,541株

　
普通株式減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　第１種優先株式の取得請求により、同株65,000株を取得したことと引換に

　普通株式を交付した事による減少　　　325,000株

　
第１種優先株式増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　普通株式を対価とする第１種優先株式の取得請求権の行使により

　第１種優先株式を自己株式として取得したことによる増加　　　65,000株

　

３　新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。
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当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 16,841,074 ─ ─ 16,841,074

第１種優先株式(株) 1,000,000 ─ ─ 1,000,000

第２種優先株式(株) ─ 1,000,000 ─ 1,000,000
　

(変動事由の概要) 

第２種優先株式増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　第三者割当増資による増加　　1,000,000株

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 523,442 3,550 ─ 526,992

第１種優先株式(株) 65,000 ─ ─ 65,000
　

(変動事由の概要) 

普通株式増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　3,550株

　

　

３　新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 646,038千円

現金及び現金同等物 646,038千円

 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 585,565千円

現金及び現金同等物 585,565千円

 
 

　

次へ
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

　　相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高

　　相当額

　 器具及び備品

取得価額相当額 211,460千円

減価償却累計額相当額 93,431千円

減損損失累計額相当額 80,463千円

期末残高相当額 37,565千円

　 車輌運搬具

取得価額相当額 6,777千円

減価償却累計額相当額 4,226千円

期末残高相当額 2,551千円

　 　

　 レンタル商品

取得価額相当額 168,644千円

減価償却累計額相当額 89,630千円

期末残高相当額 79,013千円

　 　

　 合　計

取得価額相当額 386,882千円

減価償却累計額相当額 187,288千円

減損損失累計額相当額 80,463千円

期末残高相当額 119,130千円
　

１　ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1) リース資産の内容

　・有形固定資産

　主として、営業店舗における商品陳列用の什器など

の設備（工具、器具及び備品）であります。
 
(2) リース資産の減価償却の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法によっております。

 
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産

　 減損勘定期末残高

　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 102,867千円

１年超 31,003千円

合計 133,871千円

　 　

リース資産減損勘定期末残高 33,281千円
 

　

　
　

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、

　減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 155,773千円

リース資産減損勘定の取崩額 37,910千円

減価償却費相当額 110,283千円

支払利息相当額 24,309千円

減損損失 2,204千円
　

　
　

(4) 減価償却費相当額の算定法法 　

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。　

　

(5) 利息相当額の算定方法 　

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。
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(有価証券関係)

　

①満期保有目的の債券で時価のあるもの

前事業年度（平成20年３月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（平成21年３月31日）

該当事項はありません。

　

②子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

前事業年度（平成20年３月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（平成21年３月31日）

該当事項はありません。

　

③その他有価証券で時価のあるもの

区分

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

取得原価
(千円)

貸借対照表日
における貸借
対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

貸借対照表日
における貸借
対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　 　 　 　

(1)　株式 ─ ─ ─ ─ ─ ─

小計 ─ ─ ─ ─ ─ ─

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　 　 　 　

(1)　株式 84 84 ─ 37 37 ─

小計 84 84 ─ 37 37 ─

合計 84 84 ─ 37 37 ─

(注)　「取得原価」は減損処理後の価額であります。

なお、減損処理にあたっては期末における時価が取得原価に比べ、50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30～50％程度の下落率の場合は当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損

を行っております。

　

④当事業年度中に売却した満期保有目的の債券

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。
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⑤当事業年度中に売却したその他有価証券

区分
前事業年度

（自　平成19年４月１日
　  至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
　  至　平成21年３月31日）

売却額（千円） ― 120

売却益の合計額（千円） ― ─

売却損の合計額（千円） ― ─

　

⑥時価評価されていない有価証券

区分

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券（非上場株式） 1,947 1,827

　

⑦その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の貸借対照表日後における償還予定額

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)
　

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当社はデリバティブ取引を利用していないため、

該当事項はありません。
同左
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(退職給付関係)

　

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度

及び退職一時金制度を設けております。

１　採用している退職給付制度の概要

　当社の退職金制度は、従来、確定給付型の適格年金と

退職一時金の制度でありましたが、平成20年11月より

適格年金を廃止し、確定拠出年金と退職一時金の制度

に変更いたしました。

２　退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日)

イ　退職給付債務 △1,044,588千円

ロ　年金資産 247,142千円

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △797,445千円

ニ　会計基準変更時差異の未処理額 194,184千円

ホ　未認識数理計算上の差異 △18,196千円

ヘ　退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) △621,457千円

（注）貸借対照表上、臨時に支払う予定の割増退職金
78,338千円は未払費用に含めて表示しておりま
す。

 

２　退職給付債務に関する事項(平成21年３月31日)

イ　退職給付債務 △205,194千円

ロ　年金資産 ─　千円

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △205,194千円

ニ　会計基準変更時差異の未処理額 36,054千円

ホ　未認識数理計算上の差異 ─　千円

ヘ　退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) △169,140千円

(注）１．確定拠出年金制度への資産移行額は485百万
円であり、４年間で移管する予定であります。
なお、当事業年度末時点での未移管額370百万
円は、未払金、長期未払金に計上しておりま
す。

２．退職給付債務の算定方法は、当第３四半期よ
り従来の原則法から、期末における退職一時
金要支給額を退職給付債務とする簡便法に変
更しております。

 
３　退職給付費用に関する事項

　　(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

イ　勤務費用 71,569千円

ロ　利息費用 21,725千円

ハ　期待運用収益 △8,160千円

ニ　会計基準変更時差異の費用処理額 27,740千円

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 △29,303千円

ヘ　退職給付費用（注）
(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)

83,571千円

（注）上記、退職給付費用以外に、割増退職金等を特別
退職金として、79,851千円計上しております。

 

３　退職給付費用に関する事項

　　(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

イ　勤務費用 32,357千円

ロ　利息費用 10,995千円

ハ　期待運用収益 △3,035千円

ニ　会計基準変更時差異の費用処理額 25,620千円

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 △19,336千円

ヘ　退職一時金要支給額の増加額
（注１）

8,141千円

ト　退職給付費用（注２）
(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

54,744千円

（注)１．簡便法へ変更後の退職一時金要支給額の増加
額であります。

２．上記、退職給付費用以外に、割増退職金等を
4,585千円計上しております。

 
４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の
期間配分方法

期間定額基準

ロ　割引率 2.0％

ハ　期待運用収益率 2.5％
　 　
ニ　数理計算上の差異の
　　処理年数

５年(発生時の従業員
の平均残存勤務期間
以内の一定の年数に
よる定額法により、翌
期から費用処理する
こととしておりま
す。)

ホ　会計基準変更時差異
　　の処理年数

15年

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　期末における退職一時金要支給額を退職給付債務と
する簡便法を採用しております。
　なお、当第３四半期までは原則法により計算しており
ましたが、これに係る退職給付債務等の計算の基礎に
関する事項は以下のとおりであります。

イ　退職給付見込額の
期間配分方法

期間定額基準

ロ　割引率 2.0％

ハ　期待運用収益率 2.5％
　 　
ニ　数理計算上の差異の
　　処理年数

５年(発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内
の一定の年数による定
額法により、翌期から費
用処理することとして
おります。)

ホ　会計基準変更時差異
　　の処理年数

15年
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(ストック・オプション等関係)
　

該当事項はありません。

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 　

　賞与引当金 12,377千円

　退職給付引当金 247,029千円

　閉店損失引当金 226,941千円

　転貸損失引当金 5,613千円

　固定資産減損損失 506,608千円

　商品評価損 235,487千円

　繰越欠損金 3,570,994千円

　その他 48,243千円

繰延税金資産小計 4,853,295千円

　評価性引当額 △4,853,295千円

繰延税金資産合計 　─　千円
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担

率との差異については、税引前当期純損失を計上し

ているため記載しておりません。
 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 　

　賞与引当金 2,852千円

　退職給付引当金 67,756千円

　店舗閉鎖損失引当金 77,932千円

　店舗転貸損失引当金 6,596千円

　固定資産減損損失 250,111千円

　商品評価損 166,180千円

　繰越欠損金 3,699,408千円

　その他 11,583千円

繰延税金資産小計 4,282,421千円

　評価性引当額 △4,282,421千円

繰延税金資産合計 ─　千円
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担

率との差異については、税引前当期純損失を計上し

ているため記載しておりません。
 

　

　

(持分法損益等)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

持分法を適用した場合の投資損益については、関連会社

がないため記載しておりません。
同左
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【関連当事者情報】

　

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

(1)親会社及び法人主要株主等
　

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(百万円)

事業の
内容

議決権
等の
被所有
割合
(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
株式会社

TSUTAYA

大阪府
大阪市
北区

5,000

DVD・CD・書籍・雑誌
・GAMEのレンタル&販
売店「TSUTAYA」を全
国に展開するフラン
チャイズ本部を運営。

直接
67.65

兼任２人
FC加盟
契約

(注２) ─

短期
借入金

600,000

関係会社
長期
借入金

2,000,000

親会社

カルチュア・コ

ンビニエンス・

クラブ株式会社

大阪府
大阪市
北区

12,334

TSUTAYA(店舗)、
TSUTAYA online(イン
ターネット)、Tカード
（会員証）という三つ
のプラットフォームを
通じたライフスタイル
提案する企業集団の純
粋持株会社。

間接
67.65

兼任２人
資金の
貸借

運転資金

の返済

(注２)

200,000─ ─

利息の

支払い
29,647─ ─

(注) １．取引金額及び取引条件の決定方針
　　　市場相場を勘案し、同社との取引契約による取引条件によっております。

２．前事業年度末において、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社からの借入金総額は2,800百万円であ

りましたが、このうち2,600百万円について、当事業年度において株式会社ＴＳＵＴＡＹＡに債権譲渡されて

おります。

　
(2)兄弟会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(百万円)

事業の
内容

議決権
等の
被所有
割合
(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

の

子会社

株式会社
ＭＰＤ
（カルチュア・
コンビニエンス
・クラブ株式会
社）

東京都
渋谷区

430

小売店舗に対する販売
用またはレンタル用の
CD,VHS,DVD及びコン
ピューターゲームなど
のパッケージソフト並
びに書籍・雑誌の卸売
業

─ ─
売買
取引

商品の

仕入れ
2,044,835買掛金 211,236

商品の

売却

売却代金

72,897

売却損

218,848
(閉店損失引
当金目的取
崩及び閉店
損失)

─ ─

(注) １．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２．取引金額及び取引条件の決定方針
　　　市場相場を勘案し、同社との取引契約による取引条件によっております。
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当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　（追加情報）

当事業年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員

会　企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　

企業会計基準適用指針第13号）を適用しておりますが、影響はございません。

　

１　関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

　

種類
会社等
の名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の
内容

議決権
等の
被所有
割合
(％)

関連当事者との関係
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
株式会社

TSUTAYA

大阪府
大阪市
北区

5,000

TSUTAYA、Tカード、Tポ
イント等、様々なイン
フラを通じて、お客様
にライフスタイルを提
案する企画会社

直接
67.64

FC加盟契約
資金の貸借
役員の兼任

運転資金

の返済
2,000,000─ ─

運転資金

の返済
200,000

短期
借入金

400,000

利息の

支払い
13,786

(注) １．取引金額及び取引条件の決定方針
　　　市場相場を勘案し、同社との取引契約による取引条件によっております。

２．株式会社ＴＳＵＴＡＹＡは、平成21年４月１日付けで、関連会社等の吸収合併等の組織再編を実施しており、

これとあわせて商号を「株式会社ＣＣＣ」に変更しております。

　

(2) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

　

種類
会社等
の名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の
内容

議決権
等の
被所有
割合
(％)

関連当事者との関係
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

同一の

親会社

を持つ

子会社

株式会社
ＭＰＤ

東京都
渋谷区

430

小売店舗に対する販売
用またはレンタル用の
CD,VHS,DVD及びコン
ピューターゲームなど
のパッケージソフト並
びに書籍・雑誌の卸売
業

─ 売買取引

商品の

仕入れ
3,189,571買掛金 484,406

商品の

売却
57,664─ ─

(注) １．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２．取引金額及び取引条件の決定方針
　　　市場相場を勘案し、同社との取引契約による取引条件によっております。
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２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

株式会社ＴＳＵＴＡＹＡ（非上場）

カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社（東京証券取引所に上場）

（注）株式会社ＴＳＵＴＡＹＡは、平成21年４月１日付けで、関連会社等の吸収合併等の組織再編を実施しており、
これとあわせて商号を「株式会社ＣＣＣ」に変更しております。

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

前事業年度（自　平成19年4月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成20年4月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 △62円47銭 28円91銭

１株当たり当期純損失 74円81銭 31円18銭

(注)　１．前事業年度及び当事業年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。

 ２．算定上の基礎

　１株当たり当期純損失

項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純損失(千円) 1,198,435 508,714

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る当期純損失(千円) 1,198,435 508,714

普通株式の期中平均株式数(千株) 16,019 16,315

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり当期純利益金額
の算定に含めなかった潜在株式の概
要

第一回第１種優先株式

株式数935,000株

※第１種優先株式を取得するのと引換えに
交付すべき普通株式数は、優先株式１株に
対して普通株式５株とする。

第一回第１種優先株式

株式数935,000株

※第１種優先株式を取得するのと引換えに
交付すべき普通株式数は、優先株式１株に
対して普通株式５株とする。

 

第一回第２種優先株式

株式数1,000,000株
 

　

(重要な後発事象)

前事業年度
（自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日）

（重要な資産の譲渡）
　平成20年５月14日開催の取締役会決議に基づき、平成
20年５月21日に保有する土地・建物の売買契約を締結
いたしました。
　

─────────

(1)譲渡の理由
　平成20年４月20日付けで閉店した店舗について、その
土地・建物を譲渡することといたしました。
　

　

(2)譲渡資産の内容
　所 在 地　静岡県浜松市幸
　土地面積　2,285㎡
　建物面積　829㎡
　帳簿価額　202百万円
　譲渡価額　280百万円
 

　

(3)譲渡先式
　丸八不動産株式会社
　

　

(4)譲渡の日程
　平成20年５月14日　取締役会決議日
　平成20年５月21日　契約締結日
　平成20年６月30日　物件引渡日（予定）

　

　上記固定資産の譲渡に伴い、平成21年３月期（平成20
年４月１日から平成21年３月31日）において、固定資
産売却益68百万円（売却手数料控除後）を計上する見
込みであります。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載

を省略しております。

　

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 1,586,88023,131
392,594
（24,715)

1,217,4171,022,32433,041195,092

　構築物 490,641 800
 98,699　
(8,849)

392,741337,26210,49455,479

　工具、器具及び備品 799,060128,735
307,006
(22,909)

620,789450,79752,025169,991

　土地 385,307 ─
275,970
( ─ )

109,337 ─ ─ 109,337

　リース資産 ─ 33,893
5,976
(2,701)

27,91616,44316,35611,472

有形固定資産計 3,261,890186,5591,080,247(59,175)2,368,2021,826,828111,918541,374

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　のれん 23,1817,528 ─ 30,70915,9987,89014,711

　ソフトウェア 24,1637,977
─
(─)

32,14016,8364,82515,304

　電話加入権 22,793 ─
605
(605)

22,188 ─ ─ 22,188

　その他 2,172 ─ ─ 2,172 1,755 117 417

無形固定資産計 72,31115,505
605
(605)

87,21134,58912,83352,621

(注) １．当期増加額の主なものは次のとおりであります。

　工具、器具備品　店舗の改装に伴う設備・備品    88,694千円

２．当期減少額の主なものは次のとおりであります。

　建物　　　　　　三島店ほか店舗等の閉鎖       337,318千円

　構築物　　　　　三島店ほか店舗等の閉鎖        89,540千円

　工具、器具備品　三島店ほか店舗等の閉鎖       226,533千円

　土地　　　　　　土地の売却　　　　　　       275,970千円

３．当期減少額の欄の（　）の金額は、減損損失の金額を内数で表示しております。
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【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 3,500,0003,400,000 1.15 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ─ 11,075 ─ ─

関係会社長期借入金(１年以内に返
済予定のものを除く。)

2,000,000 ─ ─ ─

リース債務(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

─ 8,715 ─
平成22年
　～平成24年

合計 5,500,0003,419,790 ― ―

(注) １．「平均利率」の算定方法は、期末残高に対する加重平均によるものであります。

２．リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を貸借対諸表に記載しているため、

リース債務の「平均利率」を記載しておりません。

３．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の

総額

１年超２年以内
 (千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
 (千円)

４年超５年以内
 (千円)

5,890 2,825 ─ ─

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

賞与引当金 31,137 7,174 27,077 4,060 7,174

ポイント引当金 5,029 ─ ─ 5,029 ─

役員退職慰労引当金 4,812 254 ─ 3,749 1,316

店舗閉鎖損失引当金 570,922 ─ 297,300 77,565 196,056

店舗転貸損失引当金 14,123 5,100 2,628 ─ 16,595

(注) １．賞与引当金の当期減少額（その他）は、支給対象者の減少によるものであります。

２．ポイント引当金の当期減少額（その他）欄の金額は、ポイント制度の廃止によるものであります。

３．役員退職慰労引当金の当期減少額の（その他）欄の金額は、役員の辞退によるものであります。

４．店舗閉鎖損失引当金の当期減少額の（その他）欄の金額は、閉店関連損失見込額と実際発生額の差額の戻入

によるものであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

ａ　資産の部

1)　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 58,643

預金

当座預金 347,914

普通預金 178,680

別段預金 326

小計 526,921

合計 585,565

　

2)　売掛金

(イ)相手先別内訳
　

相手先 金額(千円)

楽天㈱ 25,380

㈱ジェーシービー 19,994

㈱アプラス 19,783

静銀ディーシーカード㈱ 13,193

㈱ＭＰＤ 7,847

その他 54,930

合計 141,130

　

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

前期繰越高(千円)

(Ａ)

当期発生高(千円)

(Ｂ)

当期回収高(千円)

(Ｃ)

次期繰越高(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

203,468 3,224,7013,287,038 141,130 95.9 19.5

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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3)　商品

　

区分 金額(千円)

ＡＶソフト 1,837,612

ゲーム 334,822

書籍 239,316

その他 61,437

合計 2,473,189

　

4)　貯蔵品

　

区分 金額(千円)

事務用消耗品 561

　

5)　敷金及び保証金

　

区分 金額(千円)

店舗等賃貸保証金
及び敷金

焼津登呂田店 90,129

函南店 57,715

富士宮バイパス店 51,475

袋井店 50,115

流通どおり店 44,957

その他25店舗・本社他 821,775

社員借上社宅敷金 15,501

その他 206,179

合計 1,337,849

　

EDINET提出書類

株式会社すみや(E03195)

有価証券報告書

70/77



ｂ　負債の部

1)　買掛金
　

相手先 金額(千円)

㈱ＭＰＤ 484,406

㈱ワンダーコーポレーション 67,538

㈱レントラックジャパン 30,200

㈱ＴＳＵＴＡＹＡ 7,429

㈱ソニー・ミュージック・ディストリビューション 6,673

その他 40,670

合計 636,918

　

(3) 【その他】

　

　
第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

(自 平成20年4月1日
 至 平成20年6月30日)

(自 平成20年7月1日
 至 平成20年9月30日)

(自 平成20年10月1日
 至 平成20年12月31日)

(自 平成21年1月1日
 至 平成21年3月31日)

売上高 (千円) 2,901,506 2,785,261 2,824,875 2,524,232

税引前
四半期
純利益金額
(△損失)

(千円) △ 168,920 102,453 △ 192,857 △ 229,390

四半期
純利益金額
（△損失）

(千円) △ 174,375 97,373 △ 197,663 △ 234,049

１株当たり
四半期
純利益金額
（△損失）

(円) △ 10.69 5.97 △ 12.11 △ 14.37
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
（特別口座）
東京都中央区八重洲二丁目３番１号　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故そ
の他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。
　なお、電子公告は当会社のホームページに掲載することとしており、そのアドレスは
次のとおりです。
　　http://www.sumiya.co.jp

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等の会社名　　株式会社ＴＳＵＴＡＹＡ

親会社等状況報告書の提出日　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年６月25日

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第45期(自 成19年４月１日　至　平成20年３月31日)　平成20年６月27日東海財務局長に提出。

(2) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第46第１四半期　(自 成20年４月１日　至　平成20年６月30日)　平成20年８月12日東海財務局長に提出。

第46期第２四半期　(自 成20年７月１日　至　平成20年９月30日)　平成20年11月11日東海財務局長に提出。

第46期第３四半期　(自 成20年10月１日　至　平成20年12月31日)　平成21年２月12日東海財務局長に提出。

(3) 臨時報告書の訂正報告書

訂正報告書（平成20年２月14日提出の企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号(優先株式の発行）
の規定に基づく臨時報告書の訂正報告書）を平成20年５月14日東海財務局長に提出。

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(特別損失の発生)の規定に基づき、臨時報告書を平成20年
５月14日東海財務局長に提出。

(5) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(特別利益の発生)の規定に基づき、臨時報告書を平成20年
５月22日東海財務局長に提出。

(6) 臨時報告書の訂正報告書

訂正報告書（平成20年２月14日及び平成20年５月14日提出の企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２
号(優先株式の発行）の規定に基づく臨時報告書の訂正報告書）を平成20年６月27日東海財務局長に提出。

(7) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(特別損失の発生)の規定に基づき、臨時報告書を平成20年
７月29日東海財務局長に提出。

(8) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(特別利益の発生)の規定に基づき、臨時報告書を平成20年
８月29日東海財務局長に提出。

(9) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(特別損失の発生)の規定に基づき、臨時報告書を平成20年
11月11日東海財務局長に提出。

(10) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(特別利益の発生)の規定に基づき、臨時報告書を平成20年
11月11日東海財務局長に提出。

(11) 臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(特別利益の発生)の規定に基づき、臨時報告書を平成21年
２月12日東海財務局長に提出。

(12) 臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(特別損失の発生)の規定に基づき、臨時報告書を平成21年
５月12日東海財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年６月20日

株式会社　すみや

取締役会　御中

三優監査法人

　

代　表 社 員

業務執行社員
　 公認会計士　　杉　　田　　　　純　　　㊞

　

代　表 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　久　　保　　幸　　年　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社すみやの平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第45期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社すみやの平成20年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

（追記情報）

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は、当事業年度において11

億98百万円の当期純損失を計上し、債務超過の状況にある。当該状況により継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企

業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

２．重要な会計方針　２．たな卸資産の評価基準及び評価方法に記載のとおり、会社は、当事業年度より、従

来ＡＶ（音響）機器、情報・通信機器については先入先出法による低価法を採用していたが、当事業年

度より売価還元法による低価法に変更している。

３．重要な会計方針　３.　固定資産の減価償却の方法に記載のとおり、会社は、当事業年度より平成19年4月

1日以降に取得した有形固定資産については、改正法人税法に規定する償却方法により、減価償却費を

計算している。

４．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成20年5月14日の取締役会決議に基づき、平成20年5月21日

に固定資産の譲渡契約を締結した。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上

　
 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年６月25日

株式会社　すみや

取締役会　御中

三優監査法人

　

代　表 社 員

業務執行社員
　 公認会計士　　川　　野　　佳　　範　　　㊞

代　表 社 員

業務執行社員
　 公認会計士　　鳥　　　居　　　　陽　　　㊞

代　表 社 員

業務執行社員
　 公認会計士　　岩　　田　　亘　　人　　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社すみやの平成20年4月1日から平成21年3月31日までの第46期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。　

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。　

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社すみやの平成21年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

（追記情報）

会計処理の変更に関する注記に記載のとおり、会社は退職給付債務の計算方法を原則法から簡便法に変更し

ている。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社すみやの平

成21年3月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに

内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止

又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社すみやが平成21年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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